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はじめに

本章は川崎市の生活支援機能の充実、文化産業
創出、それぞれの必要性について、現状と課題を
明らかにすることにある。その分析を通じて、今
後の施策としてどういったモデルを目指すべきか
を提言とする。

川崎市は全国の政令指定都市の中でも、高い社
会流動に支えられた最も高い人口増加率の都市で
ある。社会流動は比較的若い層に顕著に見られる
とおり、川崎市も20、30代を中心とする社会流入が
自然増加と併せて高い人口増加を実現している。
それらが生産中核世代でもあり、可処分所得も高
い水準にある。この人口流入を軸に、彼らが労働
者または消費者として寄与し得る多彩な産業の立
地が可能となり、それがまた川崎市の多様な消費
財・サービス供給力にもつながっている。そこから、
生活コスト面でも、生活満足の面でもいわゆる高
い都市効用を実現し、それがまた新たな人口流入
を生み出すという好循環を創り出している。*１

とはいえ、急増する人口への対応が人口増のス
ピードに合せて進められているわけではない。少
子高齢化の進展、人口の都市部への偏り、ライフ
スタイルの変化、雇用問題、環境問題、教育問題
など様々な社会問題が顕在化している。特に市民
ニーズは図表Ⅱ.6－1－2のとおり多種多様なもの
であり、特に生活支援ニーズ、文化教養志向は顕
著なものである。従来それらを解決するのは公的
な仕事であったが、課題の多様化・困難化と行政
のスリム化の中で、そのような課題に対応するこ
とは行政以外の担い手も必要な状況になりつつあ
る。これらの論点は、第一節「川崎市民の行動科
学」（徳田執筆）で明らかにする。
昨年川崎市の市民意識を調査したところ、定住
にあたっての条件として生活支援機能の充実が挙
げられている。コミュニティ課題の解決にあたっ
ては、行政サービス、企業、民間非営利団体、ボ
ランタリー活動等々の分担、協働が必要になると
考えられる。しかし、川崎市の場合、そもそも個
人関連サービスは非常に脆弱でもあり、いわゆる
コミュニティ・ビジネスというより広い市民自身
による活動をもって始めてその支援機能を充足し
うるものと考えられる *２。こうした地域課題を組
織的、事業的に解決するコミュニティ・ビジネス
振興への動きが高まりつつある。（図表Ⅱ.6－1－3）
川崎市内を拠点として、認可されたNPO法人
は228団体で、福祉関係が137団体と最も多く、社
会教育、子ども、まちづくり関係が多くなってる。
NPO法人の数を人口１万人あたりでみると、川
崎市は0.46団体、神奈川県が0.72団体、全国平均
が0.66団体となっており、川崎市は全国と比べる
とやや低い水準にある。
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*１ 川崎都市白書（2007.7）所収「川崎市民の生活意識・行動」参照。
*２ 特に非営利活動の実態は国ベースでも未だ明確なものになっていないが、内閣府推計では、30兆円ほどに達している。

図表Ⅱ.6－1－1



コミュニティ・ビジネスの地域ニーズが高まっ
てきた背景には、市民側の「地域課題に取り組も
うという意識の高まり」、「それら問題解決型の高
い知識を持つ層の形成」等々、逆にサプライ側で
は「その課題に応えうる行政サービスの出遅れ」、
「収益性・市場性が見極めにくいこともあり企業
担い手が育ちにくい」といった側面があるのでは
と考える。昨年11月に開設されたKSコミュニテ
ィ・ビジネス・アカデミーはいわばその結論を先
取りしたものとなる。（図表Ⅱ.6－1－4）
本論点については、第二節「川崎市におけるコ
ミュニティ・ビジネスの育成課題」（神原理教授）
で明らかにする。

第二に、同じく昨年度市民意識調査では、高所
得水準を背景にした文化教養ニーズは非常に高い
ものである。専修大学ORC調査の分析によれば、
「国勢調査（平成12年度）によれば、川崎市民で
就業している人口65万人の内、半数以上の38万人
が市外に通勤している。特に26万人は東京都に通
勤しており、川崎市民が東京の会社から受け取る
収入は、試算では1兆6900億円（650万円×26万人）
に達する」（『川崎都市白書』）といわれ、同じく
ORCのアンケート結果によると、「川崎市民は、
消費全体を抑制しながらも、それにも関わらず高
収入にリンクした娯楽、教養系サービスに対する
強い欲求を持っている」ことが明らかにされてい
る。（後記第一節参照。）
優秀な産業人材をひき付けるためには、産業面
だけではなく、生活環境の整備、文化の繁栄、福
祉の充実、教育機関の充実、都市アメニティの存
在など、多くの複合的な「都市の魅力」をレベル
アップすることが必要である。（図表Ⅱ.6－1－5）
本市には、工都として発展してきた経過から歴史
的な産業遺産が多数存在するほか、近年では映像、
音楽、芸術などの新たな地域資源も集積しつつあ
る。その意義と将来の集積イメージを明らかにす
る。この論点については、第三節「川崎市創造産
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図表Ⅱ.6－1－2 川崎市民のサービスニーズ

（資料）昨年度ORCWeb調査。

図表Ⅱ.6－1－3 コミュニティ・ビジネスの位置づけ



業政策」（増淵敏之教授執筆）で明らかにする。
第三に、川崎市における人的資源の供給力の源
としての大学の果たすべき役割は大きい。高等専
門教育機関として、大学はコミュニティ・ビジネ
スなど生活支援サービス、文化産業への人材育成
に関わる都市機能の基盤をなすものである。本項
では、専修大学が川崎市において推進またはこれ
まで実行してきた地域貢献事例を紹介する。本論
点については、第四節「大学の地域貢献－専修大

学の事例－」（池本教授執筆）で明らかにする。
第四に、以上の分析をベースに、新たな学術・
文化拠点形成に関わるまちづくり提案を第五節
「川崎市における学術・文化拠点の形成につい
て－「知都」川崎の核となる地域の建設－」（黒
田教授執筆）で行っている。関連の参考事例とし
て上海における都市再生による文化拠点形成の事
例を，「上海租界における文化集積に向けての再
開発」（孟勇氏執筆））で紹介する。
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図表Ⅱ.6－1－4 ［イメージ図］川崎市におけるコミュニティビジネス育成モデル（到達イメージ）

図表Ⅱ.6－1－5





第１節　川崎市民の行動科学－発展パラダ
イムの転換－

川崎市という巨大都市の発展エネルギー源は何
だろうか？それはかつての工業製品の移出力では
ない。109万人という”人の集中”そのものであ
る。
東京というさらに巨大な都市に隣接していなが
ら、決して飲み込まれることもなく、自律した発
展力を維持し、人を引きつける引力を保っている
のはなぜだろうか。人は高き所得を求めて移動す
る。政令指定都市の人口増減率は図表Ⅱ.6－2－1
のとおり、所得水準（一人当たり）とほぼ相関関

係（相関係数0.45）にある。従って、人は高い所
得を得られる都市を選んで移動し、さらにその集
中がさらに都市の発展を生み出すという自己増殖
的なメカニズムが川崎市には働いている。*４。
川崎市に限らず、都市・地域の発展は、域内・
市内で創り出された付加価値を超えて、域外・市
外から付加価値が持続的に入ってくることから可
能になる。これまでの川崎市は、”企業”が工業
製品の出荷を通じて獲得した付加価値が中心であ
った。しかし、現在は、市外からの付加価値を”
企業”ではなく、”人”が運んでいる。平成16年
度に製造業など第二次産業が創り出した付加価
値、総生産額は１兆5700億円である。さらに市外
との取引収支である移出入収支（第二次産業、平
成12年度）は6000億円である。市内総生産の７割
を占める第三次産業の移出入収支（平成12年度）
は3000億円である。とすると、依然として第二次
産業が中心のように見えるが、そうではない。産
業別に見た場合には抜け落ちてしまうが、川崎市
民がどこから所得を受け取っているかを考えてみ
ると分かりやすい。
国勢調査（平成12年度）によれば、川崎市民で
就業している人口65万人の内、半数以上の38万人
が市外に通勤しているという事実に注目しなけれ
ばならない。特に26万人は東京都に通勤している。
家計調査（平成16年度）によれば、勤労者実収入
は年間650万円である。すると、東京都に通勤し
ている26万人が勤務している東京の会社から受け
取る収入は、試算では１兆6900億円（650万円×
26万人）に達する。もちろん、様々な就労形態も
あり、本来であれば厳密な統計を要するものだが、
その所得規模は製造業の付加価値額に匹敵するも
のである。特に、市外からそれだけの所得を移出

〈 169 〉

６章：川崎市の生活・文化産業基盤の整備

３
　
篇

川崎市民の行動科学*3

経済学部教授 徳　田　賢　二
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*４ 井原哲夫『巨大都市と人口構造』（毎日新聞社、1973年）

図表Ⅱ.6－2－1 人口増減と所得水準－政令指定都市－

資料　「大都市比較統計年表」（大都市統計協議会）
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させていることに注目しなければならない。その
付加価値を運んでいるのは、他ならぬ市民一人一
人なのである。
隣接する超巨大な東京都の総生産額85兆円（平
成15年度）の７割を第三次産業が占めている。ま
た、総生産額９兆円の製造業も、管理中枢、販売
部門がその大宗を占めている。管理中枢、販売部
門にはいずれも集積が集積を呼ぶ集積利益が働
き、高付加価値を生み出している。とすると、ま
さに川崎市民の半分は、東京都の根幹、管理中枢、
販売部門を支える人的資本として機能し、その報
酬を受け取っていることが分かる。翻って川崎市
には多くの研究所が、東京本社の専門・技術中枢
として立地し、多くの専門・技術者がR&D部門
で働いている。いずれのケースも、いわば、マン
パワーそのものの移出力である。巨大都市の発展
の源は、製造業に加えて、第三次産業、さらに管
理販売機能の移出力に切り替わりつつある。

第２節　人的資源の蓄積－都市生命力の源－

都市住民の行動圏
都市Cityとは何だろう？ジェーン・ジェイコブ
ス（Jane Jacobs）によれば *５、都市とはその地
域自身が経済的に成長する力を持った居住地であ
る。さらに、大都市Metropolitan Areaは、政治
行政的にも多くの町を包み込み、その行政区分を
超えて発展していく都市である。国の経済はこれ
ら外延的に発展しうる大都市を基軸に成り立って
いると見ることもできる。その意味では、都市と
は人々が住み生活する居住地であると同時に所得
を生み出す生産活動が行われている地域である。
都市の都市たる所以は、構成員すべてが自給自足
をしない消費者でもある。経済的な裏付けもあっ
て、多様な娯楽教養的な文化活動の担い手でもあ
る。従って、都市で生み出された所得は、住む
人々に還元され、その人々の生活に必要な財サー
ビス、娯楽教養的な文化活動に投下されていく。
さらに所得の一部が都市（政府）にも還元され、
住民への行政サービス、公共施設の整備により、
住民の都市生活をバックアップする。こうした循
環の元で都市は持続的な生命を保っていく。
従って、都市住民は単なる居住者に止まらず、
生活者、消費者、働き手、文化活動の担い手とい
う多様な役割をも果たしていることになる。しか
しその多面的な役割が都市住民の行動圏を複雑な

ものにしている。生活者の立場からの「生活圏」、
消費者の立場からの「市場圏」、働き手の立場か
らの「通勤圏」、教養娯楽的な活動範囲としての
「文化圏」、各々が重層的に重なり、都市住民の行
動圏を構成している。さらに、都市という「行政
圏」にも属し、公共財、行政サービスの受益者で
もある。都市住民はこれらの重層的行動を円滑に
両立し得る場、経済学的には自ら得る効用を最大
にし、時間・所得という資源を最小に止め得る場
を自らの居住地として選択することになる。都市
の選択行動とはきわめて多軸な視点から決定され
るものである。

足による投票－強まる地域選好行動－
それでは、都市住民の選択行動とはどのような
ものだろうか。「足による投票」という考え方が
ある。公共財サービスの便益（Benefit）の及ぶ
範囲には限界があるために、そのような公共財サ
ービスの提供に異なる都市・地域間で競争がある
場合、住民は課税など生活コストと提供される公
共財サービスによって得られる効用とを比較し
て、移動することにより、自らの選好を表示する。
この考え方はアメリカの経済学者ティボーによっ
て開発されたものである。消費者がより低コスト
でより高い満足度を得られる財サービスを選好す
ることと同様に、都市・地域も都市住民の選択行
動の対象となる。この都市・地域の選好行動の問
題は、選好される都市・地域、いわば勝ち組の都
市・地域と選好されない負け組とに大別されるこ
とにある。
足による投票というこの選択行動は日常的には
通学・通勤、もう少し長い時間軸で見れば、引っ
越し、住民票の移転という形で表れる。一般に職
住接近というように、職場と住居は近い方がいい
と言われている。しかし、稼げる所得が多くない
ときには、やむを得ず遠距離の住まいから混雑す
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*５ Jane Jacobs "The Economy of Cities" Vintage Books, A Division of Random House, New York

図表Ⅱ.6－2－2 重層的な行動圏

生　活� 市　場�

文　化� 通　勤�

行政圏�



る痛勤列車に乗って職場に疲れ果ててたどり着
く。この痛勤時間をもっと短くできないものか、
もっと快適な通勤ができたらと誰しもが感じる。
そこで、もっと住まいに近い職場がないか、そう
すれば痛勤時間も短くなる。待てよ、もっと楽な
のは逆方向の電車に乗るようにすればよい、あっ
ちはもっと楽だ。いやもっと、楽なのは、逆方向
に乗るだけではなく、住まいも職場のすぐそばに
することである。と考えている内に、次第に職場
も市の中心から次第に市外へと移っていく。こう
した一人一人のごく自然な居住地、職場の選択行
動が積み重なり、マクロの大きな人の移動を形作
っていく。これが私達の日常生活に組み込まれた
足による投票メカニズムである。
もちろん人によって、その軸となる行動圏は異
なる。各人が重きを置く行動圏の活動について余
分な時間、費用をいかに負担しないで済むか、満
足な活動ができるか、住民個々の判断、評価が存
在する。自らの期待水準に達しない場合には、次
第に足による投票の結果として、移転ということ
にもなるし、期待水準を充たす場合には、定住し
続けるということになる。各人が投票を行使する
かどうかは、各行動圏に対するトータル評価次第
である。言い換えれば、色々ひっくるめて、川崎
市という都市の魅力はどうなのか、投票すべきか、
すべきでないのかが判断される。

住民にとっての川崎市
従って、住民一人一人の個々の行動圏毎に評価
があり、さらに全体としての総合評価がある。家
庭の主婦であれば、買い物に関わる「市場圏」に
重きを置き、勤労者であれば、通勤・雇用に関わ
る「通勤圏」に重きを置く。文化教養への関心が
深い層にとっては文化・教養活動に関わる「文化
圏」が軸となる。さらに市民全般が行政サービス、
公共施設の受益者として「行政圏」に関わる評価
が重なってくる。住民の居住地への総合的な評価
は、それら重層的な行動圏をトータルでどう評価
するかに掛かって来る。結果として、総合評価が
低い場合には、居住地からの移転という行動が現
れて来る。評価が高ければ、移転せずに居住地を
選択し続けることになる。
一般的に言えば、都市の魅力は、様々な娯楽レ
ジャーなど都市消費生活にあり、さらにその支出
を可能とする高所得を得る機会が存在するところ
にある。高所得の人々が多く集まっていることは、
それだけ消費生活に関わる都市の魅力を増すこと

にもなる。つまり、人口が増えれば増えるほど、成
立し得る業種も増え、さらに一つの店が取り扱う
商品種類も増え、一つの業種に属する店の数が増
えるので、店の選択も多様になる。個々人の多様
な選択に対応する市場が拡がっていく。もう一つ
の都市の魅力である就業機会の獲得も、市内に限
らず、移動に要する費用とのバランスも含めて近
隣市外の就業機会も視野に含まれることになる。

定住化への経路
住民は当然なことに様々な経済活動の主体であ
る。経営学でヒューマンリソースという言葉があ
るように、人を資源と見なす「人的資源」という
概念もある。また、教育投資によって働く労働者
自身に体化される技能熟練度を資本と考える場合
には、人的資本とも呼ぶ。さらに既述のとおり、
生産されたものを選択・使用する主体として「消
費者」と呼ぶこともある。経済は需要と供給との
相互作用で成り立っていると考えられるが、文字
通り人は需要の担い手でもあり、供給側の担い手
でもある。定住（habitat）とは、そこを住み処
と定めて住むことである。言い換えれば、永く住
むことを前提に市内に住所を有し、生活の実態が
あることである。都市の性格として、すべての家
計が生活者（消費者）であり、生産への参加者で
あるが、自給自足ではない。従って、無数の人と
人とのつながりの中で生活している。そのつなが
りの広がりが経済的な波及効果として機能してい
く。従って、都市の経済力の強弱は一義的にはど
れだけの人口が定住しているか、果たして定住人
口が増えているか、減っているかを見ることで把
握することもできる。
都市住民の行動動機は、もちろん職住接近、で
きれば就業場所に近いところに住みたい、さらに
居住コスト（単位当たり）もできれば低くしたい
というものである。この相反する動機をはかりに
掛けた結果として、当座は、適度に近く、適度に居
住コストが低い通勤都市に居住する。所得負担力
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図表Ⅱ.6－2－3 住民の居住地選択行動
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が増えれば、より近くに住むか、他のこととのは
かりでそこに定住するかを選択することになる。
ここでどのような経路により定住人口は増減し
ていくか、その増減が人口構成など経済そのもの
にどのような影響を与えることになるのか、その
経路を辿ってみよう。その都市へ絶えず人の流入
があること、流入する年齢層は勤務先の都合で流
入してきたかあるいはこれから定住場所を見出そ
うとする生産年齢にせよ、比較的若い年齢層が中
心になる。また定住意識を持った若い年齢層であ
れば、その都市で子供たちが生まれ、そこから人
口の自然増加にもつながる。こうして、比較的若
い年齢層の定住化が進み、若い人口構成が保たれ
ることは、その都市の平均年齢を引き下げ、潤沢
な生産年齢人口を確保する流れになる。

この経路が川崎市で機能しているかどうかを確
認してみよう。

（1）人口の社会増減（流出入）
バブルによる地価高騰など首都圏全般で人口の
外延化が進んだと見られる平成４年から７年の時
期を除けば、ほぼ一貫して、川崎市の社会増（住
民票増減差引）が定着しており、人口に占める割
合も６％と他政令指定都市と比較しても高い水準
にある。特に、流入する人口の年齢層は若いこと
が特徴的である。例えば、平成18年度社会増

10,835人の内、20～34歳人口は10,023人ときわめ
て高い構成比を示している。いまだ社会的なしが
らみがそれほど多くない年齢層にとって、移転し
やすい環境であることが予想できる。しかし、20
歳から40歳までは確かに流入超過になっている
が、一方では巨大な流出を示す群でもあり、これ
らの層の動きは要注意である。
（2）人口の自然増減（出生率・死亡率）
川崎市の自然増減は前項のとおり、若い層の活
発な流入に支えられた高い出生率が死亡率を上回
ってきたこともあり、自然増の状況が定着してい
る。しかし、この10年で出生率は１%減、逆に死
亡率は１%増と、ロングスパンでは次第に自然増
のテンポは逓減傾向にある。従って、既に定住化
している50歳代以上の年齢層の増加と並行して、
若い層の社会移転から定住化への流れをさらにい
かに強めていくかが、今後の自然増テンポの引き
上げのために不可欠である。いずれにしろ、この
状況はあくまで活発な社会増と連動した結果であ
り、社会増減と同様に、高い出生率を支える若い
層の意識・行動が今後の動きを考える上での鍵と
なる。

（3）人口増減（社会増減＋自然増減）
川崎市は活発な社会増に支えられた結果として
ほぼ年率1％前後の人口増加率を実現している。
この伸び率は政令指定都市では、最も高い水準で
あり、同じ首都圏内の東京都区部、横浜市を上回
っている。
（4）人口構成（人口ピラミッド）の形状（バラ

ンス有無）
年齢構成別の人口構成を現す人口ピラミッドを
見ると、一見して全国との比較でも、若い年齢層
の構成比部分の広がりが大きいことが分かる。若
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図表Ⅱ.6－2－4 年齢層別人口増減状況

（出典）http://www.city.kawasaki.jp/20/20tokei/home/doutai/d18/dou18.htm

http://www.city.kawasaki.jp/20/20tokei/home/nenbetu/nb1810/5sai.htm
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い層の厚いこの構造は、世代の変遷・交代が進ん
でも、人口構成のバランスが維持される形であり、
健全な形と言える。

（5）年齢中位数・平均年齢（他大都市との比較）
人口の丁度真ん中に位置する年齢である年齢中
位数、市民全体の平均年齢は各々38.8歳、36.4歳と、
いずれを見ても、既に人口ピラミッドで明らかに
なっているように、政令指定都市内では福岡市、
仙台市に次いでずば抜けて若い人口集団である。

こうして見ると川崎市の場合は前述の社会増が
自然増を生み、さらに人口全体を増やしていく循
環が成り立っている。この経路が崩れないように
することがまず求められることになる。

人的資源と経済力
人口が多いことは、もちろん都市の経済力にプ
ラスに働く。簡単な式でこの点を現してみよう。

都市経済力（市民総所得）＝総人口×［市民
総所得／総人口］

右式の［市民総所得／総人口］は市民一人当た
りの所得を現していると同時に、市民一人当たり
の生産性を現しているとも言える。従って、市民
一人当たりの生産性にそれほどの増減がなけれ
ば、総人口の伸びは市民総所得、市民総生産の伸
びに近いことになる。
また、興味深いことに、都道府県（含む政令指
定都市）について、総人口と一人当たり市民所得、
すなわち右式同士は、高い相関関係を示している。
相関とは「ある変量の値が変わるに伴って他の変
量の値も変わっていく関係」を指している。要す
るに、人口規模の大きさは、単純に頭数の多さに
よる所得形成力だけでなく、一人頭の所得形成力
の向上にもつながっていることになる。つまり人
口規模は相乗的に都市経済力を高め得るものであ
ることが分かる。もちろん、単純に相関関係があ
るから単純に人口を増やせばいいというものでは
ない。恐らく、次のようなメカニズムが働くこと
により、その相関が生じると考えられる。川崎市
のように供給（生産）面でも、需要（消費）面で
も中核となる若い層が恒常的に増えている都市で
は、活発な消費が活発な生産に結びつき、さらに
その生産が所得として市民に還元され、その所得
が消費、さらに生産増につながるというパターン
である。人を媒介として需要と供給とが相乗的、
スパイラル的に拡がっていく形である。

人的資源の供給基地
しかし問題は、単純に若い層が増えても、そのい
い意味での相乗効果は生まれて来ない点にある。
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図表Ⅱ.6－2－6 住民の居住地選択行動

（出典）http://www.city.kawasaki.jp/20/20tokei/home/nenbetu/nb1810/pyramid.htm
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図表Ⅱ.6－2－7 平均年齢

（出典）http://www.city.yokohama.jp/me/stat/daitoshi/h16/data/h020800.xls
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労働を増やし、資本（機械）を増やしても説明がつ
けられない生産増は、技術進歩によると経済学で
は説明される。つまり、労働であれば、熟練した
スキル、技術を持った人は頭数を超えた生産増を
生み出すことができるし、また機械を使いこなす
技術、スキルがあれば、こちらでも頭数を超えるこ
とができることになる。つまり、個々人の技術、ス
キル、という人的資源の質が問われることになる。
川崎市の場合に、頭数の多さが相乗的に経済力を
引き上げることにつながっているのは、その人的
資源の質が関わっていると予想できる。
ここで、川崎市の就業者の内、どの職業が増え
ているか、その職業構造の変化（平成９～14年）
を見ると、明らかな傾向として、男性は専門的・
技術的職業従事者、女性はサービス職業従事者の
伸びが高い。女性の場合も、専門的・技術的職業
従事者の伸びは、サービス職業従事者に次いで高
い。川崎市統計上では明らかではないが、総務省
統計によれば、「「専門的・技術的職業従事者」は，
平均年齢が最も若い（40.6歳）職業であり，男女
とも20歳台と30歳台の合計が就業者の約半数を占
めている。」つまり、川崎へ流入してくる若い層
はこの職業に向かうケースが多いと考えられる。
なお、専門的技術的職業従事者とは「科学者、技
術者、教員、会計士、医師、福祉職員、ジャーナ
リスト、芸術家」、特に機械・電気技術者、情報
処理技術者などを指している。つまり、生産プロ
セスの革新や専門サービスの担い手とも言える。
職業別の賃金水準を見ても、専門的技術的職業従
事者の賃金水準は相対的に高い水準にあり、その
生産性の高さを推させている。
特に、川崎市の学術研究機関従業者数は約
25000人と、総有業者68万人の４%近くを占めて
いる。この比率は、他の政令指定都市が１%にも
満たないことと比べて、非常に高い水準である。
事業所統計（平成13年度）によれば、教育に約
18,000人、法律事務所など専門サービス業に約
15,000人、情報サービス・調査業に約27,000人従
事している。特に、情報処理・提供サービス、ソ
フトウェア業の市内生産額は6500億円 *６（推計）
と県内シェア40～50％の高い水準にある。学術研
究機関、情報サービス・調査業は神奈川県他地域
立地状況と比べても特に高い立地を示している。
統計上には現れにくい企業内サービス部門（企画、
専門サービスなど）の状況は、間接的ではあるが、
産業連関表のサービス中間投入比率、生産にどれ

だけのサービスが中間投入されたかを見ることで
ある程度その状況をつかむことができる。製造業
の中でも、電気機械、精密機械でほぼ20％、産業
全体でも19％と、直接生産に携わらないが、専門
サービスなど間接部門に支えられていることが分
かる。特に、川崎市の電気機械、エレクトロニク
スはソフトなソリューションビジネスへの転換が
進んでおり、直接生産工程には携わらない専門
的・技術的職業従事者の重要性は増している。中
核企業部門を担う若手の人材が恒常的に川崎市に
流入していることが、読み取れる。
要するに、東京都の管理中枢・販売機能の担い
手、その中枢とリンクした専門・技術中枢である
研究所のR&D部門の担い手、さらに川崎市企業
群の管理・販売・技術中枢の担い手という高質
な”人”を供給し、またその受け皿ともなってい
るのが川崎市であると言える。

注意すべきは出入りの激しい若い層
注意すべきは昼夜間人口比率である。川崎市の
40万人が市外へ通勤、通学している点である。
日々の市内への流出入を差し引きすると、15万人
の流出超過である。昼間人口と夜間人口の比率は
87.8％　と、ほぼ横浜市と同様となっている。こ
こに夜に勤めから帰ってくる一種のベッドタウン
的な性格が読み取れる。前項のとおり、川崎市が
東京都の中枢部門へのマンパワー供給基地の役割
を果たしているためである。この点は、首都圏内
では東京都区部の昼夜間人口比率が140近くと、
東京都が周辺部から夜間人口を昼間に吸引するこ
とで成り立っている構造を反映しているとも見て
取れる。この関係はクロスしており、東京都区部、
横浜市、川崎市相互に通勤・通学の人の流れが生
じている。
ここで問題となるのは、出入りする年齢層は比
較的若く、フットルース（何かの事情で動きやす
い）である点である。もっと魅力ある都市が見つ
かった場合には、移転しやすいとも言えるし、
日々通勤しながら他の都市（特に東京都）との魅
力度の対比を行っているとも見ることも出来る。
この層をいかに都市として取り込み続けるか、定
住させるかが重要な視点になる。40歳後半になる
と、都市を離れることにより生じる負担が大きく
なっていることから、そう簡単には移転すること
はない。
もちろん、昼間に他都市から川崎市へ流入して
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くる大きな人の流れ、川崎市で昼間の仕事、勉学
に従事している層の意識も重要である。その点は、
現時点で居住している層の意識・行動から取り敢
えずは類推することに限定したい。

人口移動の鍵を握っている特に注目すべき層、
現時点では川崎市へ流入超過となっている20代、
30代の若い層、流出超過となっている30代後半か
ら40代前半の層が、現下の川崎市をどう評価して
いるか、していないかが問題である。20代、30代
に川崎に流入しても、40代になると流出してしま
うというサイクルが感じられる。そのサイクルが
市の様々な要素に対する評価とどうつながってい
るのかが関心のポイントになる。まず彼らの消費
生活、暮らしぶりを3.「川崎市民の暮らしぶり」
で、さらに行動・意識・都市評価については、4.
「川崎市民の生活意識・行動」でその状況を明ら
かにしたい。

第３節　川崎市民の暮らしぶり－40代中核
層の家計を探る－

（1）基本は堅実、しかし高度な欲求
川崎市で最も流動性の高い年齢層は20代から
30、40代である。特に40代前半の年齢層は流出超
過（社会移動）となっている。まさにこの40代前
半は、川崎市民の平均年齢から見ても、川崎市家
計部門の中核になっている層と言える。現に、家
計調査（平成16年度）上では、川崎市の家計世帯
主年齢は43.6歳であり、政令指定都市の中では札

幌に次いで少壮とも言えるもっとも若い世帯主年
齢である。この中核層の意識・行動を支える消費
支出特性を探ってみることとする。
（ア）高い所得と低い消費性向
川崎市民一人当たりの分配市民所得は3166千円

（平成15年度）と、政令指定都市では東京都区部、
千葉市、名古屋市に次いで４位の水準にある。特
に勤労世帯の可処分所得額は、542千円（月当た
り）と政令指定都市の中で最も高い額である。
川崎市勤労世帯の高い実収入額にも関わらず、
特異なことは、収入の内、どれだけ消費支出に回
すかという平均消費性向（消費支出／実収入）が
69.7%と、逆に政令指定都市で最も低い水準にあ
るという点にある。本来であれば、消費水準はも
ちろん収入水準に比例して高いパフォーマンスを
示すのだが、川崎市民は消費に回さないという選
択をしている。

従って家計の黒字率は30.3%、その内訳は金融
資産純増率22.7％である。つまり、高い収入、所
得にも関わらず、現下の支出を抑えて、金融資産
に回していることが読み取れる。それでは、その
金融資産蓄積に勤しむその目的は何だろうか？住
宅・土地統計調査（平成15年度）によると、川崎
市民の持ち家比率は33.3%と政令指定都市では下
から4番目の水準にある。持ち家にしても広さ125
㎡と大阪、東京に次いで狭い。逆に貸家比率は
41.5%と首都圏（東京都区部、横浜、千葉、さいた
ま）では最も高い比率である。要するに、この層
は、今は貸家に住まい、未だ十分な持ち家に至っ
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図表Ⅱ.6－2－8 高い可処分所得

（資料）「大都市比較統計年表」（大都市統計評議会）
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（資料）「大都市比較統計年表」（大都市統計評議会）

札幌市�

名古屋市�
京都市� 横浜市�

大阪市� 川崎市�

神戸市� 東京都区部�

広島市� 千葉市�

北九州市� さいたま市�

福岡市� 仙台市�

75.486.0

75.7

75.6

78.8

79.8

77.0
72.7

76.6

69.7

77.2

78.8

72.6

83.4



ていない若い世帯主、いい代えれば定住に至って
いない層である。しかし、将来の定住、持ち家に
備えて、せっせと金融資産を蓄積している。豊か
な収入はあっても、将来設計の実現のために蓄積
しているしっかりした家計と言える。見方を代え
れば、その蓄積した資産は最も望ましい地域の居
住・定住のために使われるはずである。彼らのし
っかりした家計マインドから見ても、どの地域を
選ぶかという選択眼は厳しいものと予想される。
（イ）高い選択的な欲求と抑えた必需的欲求
一般的な消費の見方によれば、所得の高い人ほ
どその欲求水準も高いと言われている。フトコロ
が豊かになればなるほど、様々なことの実現可能
性が高くなるから、欲求の幅も拡がるというわけ
である。必要経費はそれほど人によって差が生じ
るわけではないので、その残りの所得を選択的な
支出に回せる度合いも高くなる。この点では、川
崎市民ははっきりした傾向がある。選択的な欲求
を充たす支出性向がきわめて高いという点であ
る。選択的な支出の状況は各々以下のとおりであ
り、いずれも外食・娯楽・レジャーへの支出性向
はきわめて高いものがある。
①　教養娯楽費への支出割合（教養娯楽費／支
出総額）12% これは、「教養、娯楽、趣味な
どのために必要な商品及びサービスへの支出」
である。政令指定都市間では２位の高い水準に
ある。
②　外食比率（外食費／食料品費）22% 外食
費とは「原則として，飲食店における飲食費。
飲食店より提供された飲食物は，出前，持ち帰
りの別にかかわらず，すべて｢外食｣に分類する。
また，学校給食も含む。」政令指定都市間では
１位の水準にある。
③　住居費10% 住居費とは「現住居及び現住
居以外の住宅並びに宅地に関するもの及びこれ
に伴うサービスに対する支出。」政令指定都市
間では２位の水準にある。
④　その他、特徴的な支出　教育（５%）、被
服及び履物（５%）、教養娯楽サービス（教養
娯楽サービス／教養娯楽費）（58%）、洋服（洋
服／被服及び履物）（41%）、雑費（諸雑費／そ
の他支出）（33％）。これらは選択的な色彩の強
い支出項目であり、政令指定都市間では相対的
に高い水準にある。
⑤しかし、逆に見ると、食料品、光熱水道費、家
具家事用品、交通通信費という必需的な性格の強
い支出項目は、全国平均を下回る低い水準にある。

彼らの消費行動をまとめると、「出来るだけ消
費は抑えて、貯蓄に回す。但し消費も必要な衣食
住に関わる支出はさらに抑えて、教養娯楽サービ
ス・外食など選択的な支出に回す。堅実だが自ら
の娯楽教養、ファッション、教育など選択的な支
出にはメリハリをつけて重点支出する。自分の住
まいには気をつかって高い住居費を負担する。」
高校卒業後の就職率も10%と首都圏では最も高
く、将来に備えた堅い家計運営を反映していると
予想される。
さらに、川崎市に直接関わる統計ではないが、
社会生活基本調査（平成13年）によれば、神奈川
県民は政令指定都市の中では最長の通勤・通学時
間44分を費やしながらも、趣味・娯楽、スポーツ
には56分と他県以上の時間を割り当てている。こ
の特徴が川崎市民はさらに強まっていると予想さ
れる。
このように、川崎市民の中核層として「将来に
備えた貯蓄をしながらも、必要な消費を抑えるこ
とで自分の望む教養レジャーにも力を入れている
外向きの若々しい生活者像」が浮かび上がってく
る。しかし、このようなメリハリをつけた家計運
営、当座の必要と楽しみを両立させながら、将来
にも備えているという計画性の持ち主が、川崎市
をどのような眼で見ているか、とこまでその眼鏡
に適っているかが検証すべき視点になる。

第４節　川崎市民の生活行動・意識－Web
アンケート調査－

これまでの分析から、多種多様な川崎市民の中
でも、今後の川崎市の将来を特に左右するのは、
現在流入しつつある20代、30代の若者層、逆に巨
大な流出の固まりである40代の中年層の生活行
動・意識である。若者層、中年層は現在の川崎市
をどう評価しているか、していないか。彼らの重
層的な行動圏としての川崎市のいずれが充たされ
るかからこそ、流入しているのか、逆に流出して
いるのか、明らかにする必要がある。そのツボが
確認できれば、そのポイントに焦点を当てること
で、効果的な人口移動そのものへの影響を与え得
ることになる。また、併せて、とかく言われてい
る地区、沿線による市民行動・意識の差異等々も
検証することで、様々な諸政策への視点を得るこ
とが出来る。
（イ）中核層の行動・意識
中核層の行動・意識イメージは次のとおりである。
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①　40代の中堅サラリーマン、年収は400～600
万で一戸建て、分譲マンション又は賃貸マンシ
ョン、社宅などに住んでいる。大学を出て、社
会人になってから川崎市内に移ってきた。勤務
先は東京都内か川崎市内（特に宮前区、麻生区）
で、JR南武線、田園都市線、小田急線を使っ
て、１時間以内の通勤圏に住んでいる。
なお、年収400万円の場合の借入限度額を試

算してみる。年収400万円の人の場合の返済率
を35％とすると、年間返済額140万円、毎月返
済額は11万6600円に収まる資金・返済計画が成
り立つことになる。仮に25年間、毎月12万円返
済に相当する資金額は2500万円となる。つまり、
年収400～600万円の人は､2500～3000万円の融
資が対象となる。さらに2割の自己負担を求め
られることが一般的なので、物件は3000～3600
万円の範囲となる。これなら１時間以内通勤圏
内にほぼ該当する。この場合、年収と同時にそ
れだけの自己資金の蓄積を求められる。この中
核世代の貯蓄率30％によれば、ほぼ4,5年で自
己資金を賄える金融資産を蓄積できる。つまり、
30代半ばから将来計画を持てば、40代前半には
計画を実現できる段階に達することになる。
②　彼らの川崎市へのイメージは、工業が活発
で、東京・横浜にも近く、その割に不動産価格
は割安である。居住先を選択したときの理由も、
東京・横浜にも近くて通勤・通学が便利なとこ
ろに丁度いい物件があったからである。どちら
かと言えば、生活環境よりも通勤・通学に便利
なことが選択の決め手になっている。現在でも
その評価はそれほど変わっておらず、特に日常
的な買物施設は十分あるので、その点に不満は
ない。但し、回りの人達との交流はあまりなく、
また行政サービスは十分とは感じていない。
③　結局、彼らは４割近くが近い将来、東京か
川崎市内への移転を考えている。特に若い世代
ほどその意向が強い。なお、50代以上の男性は
横浜への移転も考えている。移転を考えている
人達は、いずれもより良い住環境、より便利な
生活及びより便利な通勤を求めている。
④　特に男女50代以上は将来、川崎市がより生
活環境が重視されるとともに、文化サービスを
楽しめる都市であってほしいと望んでいる。若
い層は日常だけでなく休日などの商業・サービ
スがより充実してほしいことを望んでいる。
⑤　彼らの買物行動は、日常の生活用品は殆ど
居住区または市内で賄っている。休日・仕事帰

りの買物は、市内が中心だが、さらに東京都、
横浜まで足を延ばしている。休日・仕事帰りの
外食はさらに市外に行くことが多くなる。３回
に２回は市内だが、４回に１回は東京都に出向
く。娯楽施設・文化施設を利用するときは、市
内と東京都とで同じくらいの割合で行く。
⑥　日常生活上、近隣になくて困っている設
備・施設は、何といっても教養のための書店、
決済のための銀行・郵便局、余暇のための公
園・遊歩道、娯楽のレンタル店、外食のファー
ストフードである。いずれも、日常生活に密着
したものである。従って、近隣にあればよく利
用するサービスでもあるわけで、特に外食のフ
ァミリーレストラン、ファーストフード、女性
は美容室をよく利用する。それ以外にも、和食
レストラン、さらにフィットネスクラブへの需
要も大きい。これらの金融系、飲食系、健康系、
娯楽系サービスはいずれも近隣立地型のサービ
スであり、標準的な生活者の行動パターンに沿
っている。
⑦　逆に文化系などより高額な遠距離立地型の
サービスは、セオリーどおり、遠距離の東京都、
横浜に分散している。東京都には、コンサート
ホール、レジャー施設、大型商業施設、高級衣
料品、レストラン・バー、娯楽施設、デートス
ポット、ホテルなど、文化レジャーサービス。
横浜には、デートスポット・行楽、大型商業施
設を利用に行く。しかし、これらの施設も市内
に越したことはない。川崎区では「レジャー施
設」、「デートスポット・行楽地」、高津区では
「大型商業施設」、麻生区では「コンサートホー
ル・美術館」の川崎立地意向が強くでている。
現に、川崎駅前の大型商業施設の利用経験は
75%にまで達している。
⑧　より生活支援型サービスの希望としては、
川崎区の「環境サービス」、幸区の「子育て支
援」、宮前区の「医療・健康」、「高齢者支援」
に関わる要望が見られる。若い世代では、男性
が「スポーツ・環境」、女性が「子育て支援」、
「医療・健康」への希望が強い。」
⑨　しかし、近隣住民との交流はまだまだであ
る。精々、自治会・町内会、趣味サークル、子
供・青少年関連に止まっている。しかし、今後
はスポーツ、趣味、福祉ボランティアへの活動
への意向がある。
（2）人生のライフサイクル
一般的に人生のライフサイクルを念頭に置く
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と、川崎市中核層の行動・意識は分かりやすい。
20代、30代は社会人として家族をようやく持ち始
めた時期でもあり、居住環境というよりは、通勤
の利便性と自らの負担能力とのバランスで居住地
域を決める可能性が高い。そこで、勤務先に通勤
しやすい場所を探したところ、地価または借り賃
もほぼ負担できる範囲内にあるのがたまたま川崎
であった。しかし、30代後半から40代になり次第
に家族も増え、子供も大きくなってくると、将来
設計、どこに終の住まいを求めようか、定住する
場所を考える時期に入ってくる。従って、その年
代になると、身の回りの子育て、同居しているか
もしれない高齢者をも念頭に置いた住みやすい居
住環境を求めるようになってくる。もちろん、所
得水準も上がってくるので、娯楽・教養などに対
するニーズ、娯楽教養に関わる活動の場があるの
かどうかが問題になってくる。この年代は多忙な
ので、限られた時間・予算の中で合理的に動く志
向が強くでてくる。
川崎市の問題は、「若いとき、20代、30代で川
崎市に流入してきた層が、40代前半の将来設計を
進める段階で、市外に流出していく可能性が高い」
という点にある。40代前半を過ぎ、40代後半にな
ると、子供も独立し始めようやく社会人としては
落ち着いた段階に入ってくる。この段階まで川崎
市に居住している人は、利便性に加えて居住環境
にも一定の満足感を持っているので、簡単には流
出しなくなることになる。元々、川崎市を居住地
として選択した理由として、①『購入可能な不動
産存在』、②『通勤先・通学先へのAccess（近接
性）』、③『居住環境のConvenience（利便性）』
④『Amenity（快適さ）』があげられる。従って、
40代前半、将来設計をまさに行っている時期に、
彼らのニーズを的確に捉えた施策を打っていくこ
とが非常に効果的であることが分かる。この40代
前半までの中核層のニーズを押さえることが、川
崎市の人口流出を抑え、より厚みのある人口流入
から人口集中を可能にすることが明らかになる。

３　今後の方向性
選り分けられた属性・評価を持つ世代別にきめ
細かい施策を打ち出すことが必要である。
全体としては、行政サービス・公共施設を重視
する市民クラスターと買物・通勤の利便性を重視
する市民クラスターに分けられる。さらに、それ
らの主要な評価軸、行政サービス（行政圏）⇔居
住環境（生活圏）⇔利便性（通勤圏、買物圏）は

いずれも相互に密接につながっている。この点は、
本論文当初に触れたように、市民は重層的な行動
圏をベースに活動していることからも当然のこと
である。個々の行動圏毎に住民評価を引き上げて
いく手立てを講じていくことが、結局は全体の評
価につながるということである。
特に、川崎市民の中核世代は全体に収入水準が
高いのだが、年代的に貯蓄・資産形成を進めてい
ることもあって、日常品・飲食など無駄のない抑
制した必要消費マインドが見られる。その点から
の飲食系、金融系サービス施設等が近隣に十分な
いことへの不便さを訴えている。
しかし、難しい点は消費全体を抑制しながらも、
それにも関わらず高収入にリンクした娯楽、教養
系サービスに対する強い欲求を持っている点であ
る。そこから、高額飲食系、ファッション、文化系
サービスへの強い希望を有している。その選択消
費には必要消費を抑制することで投下を惜しまな
い。つまり、近隣立地型のサービスについては、必
要十分な施設供給を要求することで、彼らのタイ
トな必要消費をバックアップし、遠距離立地型の
サービスについては、彼らの旺盛な選択消費を充
たしてあげることが必要である。彼らは現行東京
都など市外施設の利用を併用している状況ではあ
るが、出来たら余分な負担はやはり掛けたくない
ので、市内立地で出来たら欲しいということであ
る。さらに、将来の住まいを求めている最中でも
あり、出来たら住み慣れた利便性の高い、居住環
境のよい地域を選択したいという将来設計を持っ
ている。この点にも応えていくことが必要になる。
次の課題として、本分析でも明らかになってき
た住民のNeedsに適合した具体的な支援機能をど
う提供するかということがあげられる。
（1）勤労者であり生活者である都市住民のニ

ーズに適合した支援機能を提供する。
勤労者：市場近接性・雇用機会・通勤利便性
生活者：都市アメニティ・都市利便性（交

通・購買）・都市コミュニティ
（2）支援機能の実現
これらの支援機能を民間部門と公的部門と
の協働により実現していく。
つまり、都市自律性⇔人的資源の蓄積力⇔
支援機能の実現力という経路である。
その担い手として
民間部門：民間企業、NPO
公的部門：地方自治体、公的企業

供給サイドのこれらの支援主体の機能をさらに
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支援することが、最終的には都市自体の自律性を
高めることにつながってくる。
以上より、生活支援に関わるサプライヤーとし
ての「コミュニティ・ビジネス」の必要性、都市
の快適性と密接にリンクする文化基盤としての
「文化創造ビジネス」の必要性、さらに民間と公
的セクターのいわば中間的な位置にある大学とい
った高等教育機関の役割が重視されることにな
る。それらの論点については以下の論考で明らか
にする。
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第１節　はじめに

本稿では、コミュニティ・ビジネスに関する基
礎的概念をとおして川崎市におけるコミュニテ
ィ・ビジネスの育成課題について論じていく。
専修大学社会知性開発センターと特定非営利活
動法人ぐらす・かわさきは、2008年に『川崎市に
おけるコミュニティ・ビジネスの育成に関する調
査報告書*７』をまとめた。これは、川崎市の様々
なコミュニティ・ビジネスの現状と課題を整理し
た報告書であることから、本稿では、ここで得ら
れた成果にもとづいて、川崎市におけるコミュニ
ティ・ビジネスの育成課題について論じていく。
『川崎市におけるコミュニティ・ビジネスの育
成に関する調査報告書*８』によれば、同市におけ
るコミュニティ・ビジネスの大半は「社会資本の
獲得・投資期」に該当しており、業務の充実・拡
大にともなって必要となる活動資金の調達、人材
の確保・育成、組織マネジメント（マーケティン
グ）、行政や地域住民のサポートなど、地域の社
会資本からこれらの資源をどのように調達し、事
業展開に生かしていくかが課題となっている。
コミュニティ・ビジネスの事業主体は、一般に
十分な経営資源をもたないことから、埋もれた地
域資源を掘り起こして活用し、それらをつなげ、
ネットワーク化することで事業の発展と地域の活
性化を図ろうとする。しかし、川崎市のコミュニ
ティ・ビジネスの多くは、地域の資源を十分に活
用し、経済的に自立した活動を営むまでには至っ
ていない。したがって、川崎市におけるコミュニ

ティ・ビジネスの育成には、各事業主体のマネジ
メントや地域社会との連携をサポートする中間組
織と、それらの後方支援を行う行政や大学、企業
による支援体制の整備が急務といえる。

第２節　コミュニティ・ビジネスの概念と
一般的課題

２－１．コミュニティ・ビジネスの概念
Community Business Scotland Networkによる
と、「コミュニティ・ビジネスとは、地域コミュ
ニティ自身が設立・所有し、運営を行う事業組織
（trading organizations）であり、地域の発展・
活性化を目的とし、最終的には地域の人々が自
立・自活した仕事を創出する。コミュニティ・ビ
ジネスということばは、通常、強い地理的制約
（活動領域・本拠地）をもち、地域市場とサービス
に集中・特化した社会的企業（social enterprises）
に対して用いられる*９」と定義されている。
コミュニティ・ビジネスは、「地域社会の活性
化を主目的とする社会的な事業活動（スモール・
ビジネス）」であり、地域住民（市民）のボラン
タリー活動にもとづきながら様々な法人格
（NPO法人や協同組合、ワーカーズ・コレクティ
ヴなど）で展開されている。いわば、地域社会を
ベースとした事業活動をとおして、「地域の再生
と自律的発展」という社会的使命を達成すること
であり、社会・公共性と市場・収益性の両立を試
みる「市民主体の社会的事業」といえる。他方、
より広範な市場を対象に展開されている社会的事
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業をソーシャルビジネス（Social Business）と一
般に称されている。
Anthony Giddensは、「コミュニティという問
題意識」、即ち活動的な市民社会の再生を｢第三の
道（社会民主主義）｣の重要な課題としている*10。
それは、高い信頼性を有しながら相互依存関係が
緊密であり、高度な自己組織化能力をもった強固
な市民社会の構築である。また、Roger Sueは、
こうした営利目的によらない自発的な「参加と連
帯の組織（association）」による経済活動は、市
場や公的サービスを補完しながら社会的に役立つ
イノベーションを目指す存在であり、21世紀の経
済社会を牽引する役割とみなしている*11。

２－２．コミュニティ・ビジネスの役割
コミュニティ・ビジネスは、地域の互酬関係

（補助金や寄付金、地域住民の自発的参加・ボラ
ンティアと相互扶助精神）に依拠しながら、地域
住民自らが事業の主体となって民主的に運営し、
利益を「社会化*12」することで、企業や政府が行
うよりも取引コストの低い社会サービスを提供し
ている。互酬（reciprocity）とは、個人ないし集
団間で金品やサービスなどを贈与しあうこと（交
換原理）で、利益の社会化とは、利益を所有者に
分配するのではなく、非分配制約によって事業活
動の維持・拡大のために再投資するこという。
コミュニティ・ビジネスは、企業や政府では対
応が困難なソーシャル・サービスを提供すること
で、地域の問題を解決すると同時に、市場経済の
なかで埋もれていた地域資源（人・モノ・天然資
源など）の活性化にも貢献している。例えば、社
会的弱者への社会参加の促進は、地域の人的資源
の活性化とともに社会・経済的基盤の強化につな
がる。コミュニティ・ビジネスの役割は、地域の
互酬関係に依拠しながら社会資本（social capital）
を動員し、事業活動をとおして地域の問題を解決
していくことで社会資本を再生産していくことに
ある。社会資本とは、信頼、社会規範、ネットワ
ークといった社会組織（自発的協力を促進して社
会の効率を上げる社会的グループ）の諸特性であ

り、協調行動を促進することによって社会の効率
を高める働きをするものである*13。社会資本のあ
るところには、さらに社会資本が集積され、信頼、
社会規範、ネットワークは使えば使うほど増加し、
使わなければ減少する。地域住民はコミュニテ
ィ・ビジネスをとおして自発的に地域と関わり、
自らの手で地域問題を解決していくことで共同体
意識を醸成し、地域の民度（経済力や生活文化）
をより一層高めていくことができる。
このように、コミュニティ・ビジネスは、地域
問題に取り組みながら政府や市場（企業）を補填
していくことで、社会資本の活性化と集積に貢献
し、地域の経済構造やコミュニティの再編を促す
という役割を果たしている。またそれによって、
市民・企業・政府の補完関係がとれた市場経済へ
の変革を促すという、より長期的な役割を担って
いるのだといえる。

２－３．コミュニティ・ビジネスの発展課題
一般的に、コミュニティ・ビジネスは、地域社
会に対して同じような問題意識をもったごく少数
のスタッフで活動を始める。それがやがて発展し
ていくにつれて地域社会への影響力をもつように
なり、地域の社会変革や自律的発展を担う存在と
して不可欠な存在になっていく。このときコミュ
ニティ・ビジネスは、民間の営利組織（いわゆる
ベンチャー・ビジネス）と同様に一定の発展段階
を経て成長していく。Charles Leadbeaterは、社
会起業家が立ち上げる組織の発展段階（ライフサ
イクル）を「社会資本の獲得期･投資期･配当期」
の３段階で説明している*14。
コミュニティ・ビジネスの初期段階は、ひとり
の市民が地域生活に疑問や怒り、問題意識をもつ
「個人レベル」から始まる。その個人が発意し周
囲の仲間に呼びかけ、共感・賛同した人々が自発
的に集まりグループを形成するか、或いは同じよ
うな問題意識をもった既存のグループに加入す
る。これが｢集団レベル｣である。そうしたグルー
プが地域の人々の支援を得て、ひとつの組織とし
て体裁を整えることで、ようやくコミュニティ・
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ビジネスがスタートする。これが｢社会（地域）
レベル｣である。
コミュニティ・ビジネスが「社会レベル」から

「経済レベル」へと発展していく際の第１ステッ
プが「社会資本の獲得段階」である。そこでは組
織の社会的使命の設定、核となるチームの結成、
活動資金やパートナーなどの環境整備が行われ
る。その次が「社会資本の投資段階」で、事業の
拡大・成長が目的となるとともに、活動の多様化
や様々なステイクホルダーの存在によって実務的
なマーケティングやマネジメントの必要性が高ま
ってくる。
コミュニティ・ビジネスには、資本金や補助
金・助成金、寄付金など多様な資金源があるもの
の、活動資金が十分に集められない場合には、業
務の充実・拡大が図れなかったり、スタッフの雇
用自体が危うくなることがある。また、補助金や
委託事業への依存度が高く、自主財源が少ないよ
うな場合、主体的な活動が満足にできなくなるこ
ともある。そのため、財源確保を目的とした収益
活動が重視され、社会的使命がおろそかになる可
能性も出てくる。また、類似した商品やサービス
を提供する民間企業と競合する場合には、その価
格や品質、価値を説明する必要性が生じる。さら
に、公的な資格や規格、或いはそれに代わる保証
制度を設けることで、提供する商品やサービスの
質を利用者に保証することも欠かせない。また、
業務を展開する上では、有給スタッフとボランテ
ィアとで仕事や責任の範囲を明確に区別する必要

性も出てくる。
コミュニティ・ビジネスが一定の成功を収める

「社会資本の配当段階」に至ると、ステイクホル
ダーとの関係が重要になる。これまでの成果を自
己評価するとともにステイクホルダーに成果報告
をし、活動目標を再設定することで組織の再結束
を図る必要性が出てくる。組織の活動が転換期に
来ているような場合には、社会的使命を創造的に
進化させることで、この成熟期を乗り切ることも
必要になる。育児支援サービスから幼児教育、環
境教育へと事業を拡大・進展させていくようなケ
ースがこれに該当する。
社会資本の投資段階から配当段階へと進展して
いくにつれて、コミュニティ・ビジネスは社会変
革を促す存在として地域社会での位置づけが大き
くなっていく。同時に、社会的使命の達成（公共
性・公益性）と収益性（営利性）、地域の共益と
私益、地域生活のゆとりや豊かさと経済的発展と
いった、相反するような使命のジレンマも増大し
てくる。そのバランスを保ちながら活動していく
ことがこの段階での課題となる。

第３節　川崎市におけるコミュニティ・ビ
ジネスの現状

２節で示した社会的事業の発展段階説にもとづ
くと、川崎市におけるコミュニティ・ビジネスの
大半は「社会資本の獲得・投資期」に該当すると
考えられる。この段階では、業務の充実・拡大に
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図表Ⅱ.6－3－1

（資料）「平成20年度川崎市コミュニティビジネス育成調査」（専修大学社会知性開発研究センター）



ともなって必要となる活動資金の調達、人材の確
保・育成、組織マネジメント（マーケティング）、
行政や地域住民のサポートなど、地域の社会資本
からこれらの資源をどのように調達し、事業展開
に生かしていくかが課題となる。
『川崎市におけるコミュニティ・ビジネスの育
成に関する調査報告書』では、経済自立度と地域
連携度が十分に達成されていない組織が多いこと
が指摘されている。（図表Ⅱ.6－3－1）
経済的自立度とは、資金の提供先に依存するこ
となく独立した事業として運営されていることを
いう。地域連携度は、地域社会の支援ネットワー
クをとおした事業活動が展開されているかどうか
を指す。これらの指標が低い場合、行政などの資
金提供先への依存度が高く、地域社会とのつなが
りが比較的薄いことから、社会資本が十分に活用
されていない可能性が高いことになる。つまり、
川崎市におけるコミュニティ・ビジネスの多く
は、地域の社会資本からの資源調達と活用が十分
にできていないのではないかと推測することがで
きる。

３－１．社会資本の獲得状況
川崎市のコミュニティ・ビジネスは、地域社会
からどのように資源調達を行っているのか、経営
資源や地域の支援などの獲得状況を整理していく
と、以下のような特徴がみられる。
経営資源のなかでも、人材については主婦層と
シニア世代に多くを依存しており、彼らは「自ら
の時間や経験を生かしながら等身大でできる社会
活動」と捉えているようである。人材確保にあた
っては、様々な職種からなる地域の日常的な人脈
（母親同士のネットワークや居酒屋での常連な
ど）、非営利活動などのスタッフ育成講座で出会
った仲間などから構成されている。これらのメン
バーのなかには、専門的な知識や技能を有した人
材もいることから、事業展開や資金調達でもこう
した人脈が土台になっているようである。
その他には、企業の遊休財（工場や設備機器）
や、学校の空きスペース、公的なインキュベーシ
ョンセンター（かながわサイエンスパーク）を活
用することで初期投資や経費を抑えているようで
ある。特に、公的なインキュベーションセンター
への入居は社会的信用の獲得にもつながるため、
大きな支援になっているようである。
資金調達は、自己資金、創業メンバーでの持ち

寄り、仲間などからの寄付や出資、一般市民から
募る寄付金や出資金、地域の金融機関からの融資
などからなっている。地域の支援ネットワークに
ついては、町内会や商店会、PTAなどの学校関
係者、地域のアーティスト仲間、企業との交流会、
生協の販路などを活用するケースがみられる。
行政との連携については、委託事業としての助
成や補助金、様々な行政政策や公的制度をとおし
て取り組まれているようである。特に委託事業は、
一定の収益をもたらすだけでなく、行政の広報や
パンフレットなどに掲載されることから、事業主
体の社会的信用を高めるとともに事業への認知を
高める効果をもたらしている。

３－２．社会資本の獲得と投資における課題
川崎市のコミュニティ・ビジネスは、社会資本
の獲得と投資期において、①経営資源（人材およ
びその知識・技能、設備機器、資金など）の充実、
②マネジメント（マーケティング）の知識やノウ
ハウの獲得、③行政や地域によるサポート体制の
整備といった課題を抱えている。それぞれの詳細
は以下のとおりである。（図表Ⅱ.6－3－2）
①経営資源の充実
『川崎市におけるコミュニティ・ビジネスの育
成に関する調査報告書*15』によれば、事業主体が
抱える第一の課題は、経営資源の充実、特に人材
の確保とスタッフの知識・技能向上であった。多
くの事業体は慢性的な人材不足に見舞われている
ため、既存の業務に追われるばかりで、事業拡大
につながる仕事の受注や営業を行う人的余裕がな
い。また、スタッフに主婦層が多い場合、時間的
な制約の大きさが業務の運営に支障をきたすこと
が少なくない。さらにそうしたスタッフの体制を
補う人材もうまく確保できないため、安定的にサ
ービスを提供できないことも多々ある。さらに、
現有スタッフの専門的な知識や技能の充実も重要
な課題となっているが、日常の業務に追われて技
能を高める時間もないのが実情のようである。
また、資金運営は大半の事業体での大きな課題
となっており、スタッフの人件費を削って収支を
合わせるなど、ボランティア精神に支えられて事
業は維持されているようである。さらに、事務所
の家賃負担や、設備機器の入手・整備コストが大
きいため、家賃の軽減や設備機器の販売・リース
等の支援などが望まれている。
②マネジメント（マーケティング）の知識やノウ
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*15  専修大学社会知性開発センター編・発行『前掲書』2008年。



ハウの獲得
コミュニティ・ビジネスの事業主体は、起業支
援に始まり、組織マネジメント、財務会計や税制、
法制度や条例に関する専門的な支援やコンサルテ
ィング（企業の助言やサポート）を求めている。
また、マーケティング（商品知識や商品開発、品
揃え、販売方法、PRなど）に関する支援も切望
しており、チラシやホームページ、クチコミによ
るPRや、イベントなどでの集客方法に関するサ
ポートを強く求めている。そのためには、各種の
相談窓口や講座などの開設、行政や企業、大学に
よる専門的な知識やノウハウの提供がより一層重
要になると思われる。
③行政や地域によるサポート体制の整備
行政による助成制度や融資、委託事業などの運
用に関しては、様々な問題が指摘されている。こ
れらの事業は実情に見合う予算が割り当てられて
いないことが多く、かつ単年度運用が多いために
事業に長期的な展望がもてない状況にある。また、
人件費や事務所の経費の補填、行政区域をまたい
だ運用など、柔軟な制度の運用を可能にしていか
なければ、こうした制度が逆にコミュニティ・ビ
ジネス育成の障害になりかねない。さらに、助成

事業の採否や許認可に長い時間を要したり、審査
委員に専門的な知識が乏しい、担当者の異動によ
って事業が引き継がれなかったり予算が減額され
るといった点も問題となっている。また、市の公
報や掲示板、地域イベントでのブース出店など、
行政と一体になって広報を行うことで、社会的な
認知と信頼を高めていきたいという要望も指摘さ
れている。
地域社会との関係については、町内会や大学な
どとの交流や事業連携があまり進んでいない現状
が指摘されている。資金面では、先行する他の事
業体や企業による資金や経営ノウハウの支援、イ
ベントへの協賛、さらに、コミュニティ・ビジネ
スをサポートする市民ファンドの設立、及び寄付
者とのマッチングなど、行政・企業・大学・市民
による様々な支援を求める意見が多く挙げられて
いる。

第４節　まとめ

本稿では、コミュニティ・ビジネスに関する基
礎的概念をとおして川崎市におけるコミュニテ
ィ・ビジネスの育成課題について論じていった。
川崎市におけるコミュニティ・ビジネスの大半
は「社会資本の獲得・投資期」にあり、①経営資
源の充実、②マネジメント（マーケティング）の
知識やノウハウの獲得、③行政や地域によるサポ
ート体制の整備が急務の課題となっている。これ
には、各コミュニティ・ビジネス事業主体の経営
努力とともに、各事業主体をサポートする中間組
織と、それらの後方支援を行う行政・企業・大
学・市民の役割が重要になると考えられる。
コミュニティ・ビジネスの育成課題としては、
起業やマネジメントの支援を行うとともに、情報
発信と交流を行う中間支援組織やインキュベーシ
ョン機関（施設）の整備が挙げられる。こうした
組織には、他の事業体や企業、行政、大学との情
報共有や地域連携プロジェクトをコーディネート
し、多様な組織からなる地域のネットワークを拡
充する役割が期待できる。それによって、コミュ
ニティ・ビジネスの事業体は地域の経営資源やマ
ネジメントの知識などをよりスムーズに獲得する
ことができるだろう。
また、コミュニティ・ビジネスの育成には行政
の支援が欠かせない。より柔軟な制度の運用と、
長期的視点に立った資金援助だけでなく、事業体
からの提案型委託事業や、行政とともにつくり上
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図表Ⅱ.6－3－2 川崎市のコミュニティ・ビジネスの課題

（資料）「平成16年度川崎市コミュニティ・ビジネス実態調査」（アリスセンター）及

び「平成20年度川崎市コミュニティビジネス育成調査」（専大社会知性開発研

究センター、NPOぐらす・かわさき）



げる協働型事業の拡大、人材の確保と育成を促進
するための保育制度やワークシェアリングといっ
た就労環境の整備も欠かせない。
こうした地域全体での支援体制にもとづくコミ
ュニティ・ビジネスの育成関係は、下図のように
示すことができる。この考えにもとづいて、川崎
市のコミュニティ・ビジネスを育成していくこと
が今後の重要課題といえる。

＜参考文献＞
金子郁容・松岡正剛・下河辺淳著『ボランタリー
経済の誕生』実業之日本社、1998年。
金子郁容著『新版 コミュニティ・ソリューショ
ン』岩波書店、2002年。
神原理編著『コミュニティ・ビジネス-新しい市
民社会に向けた多角的分析-』白桃書房、2007
年。
Karl Polanyi, The livelihood of man, Academic
Press, 1977（玉野井芳郎, 栗本慎一郎訳『人間
の経済―市場社会の虚構性―Ⅰ･Ⅱ』岩波書店,
1998）．
Lester M. Salamon, America’s Nonprpfit Sector，
The Foundation Center, 1992 (入山映訳『米国
の「非営利セクター」入門』ダイヤモンド社、
1994年).
Peter F. Drucker, Post-Capitalist Society，
Harper Business, 1993（上田惇生・佐々木実智
男・田代正美訳『ポスト資本主義社会―21世紀
の組織と人間はどう変わるか』ダイヤモンド社、
1993年）
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図表Ⅱ.6－3－3



第１節　創造都市論の現在

都市再生において文化・芸術などの有意性を唱
えた創造都市論は、国連教育科学文化機関
（UNESCO）の「クリエイティブ・シティーズ・
ネットワーク」（2004年に開始）という制度に発
展している（図表Ⅱ.6－4－1）。国内では金沢市
（クラフト）、名古屋市（デザイン）、神戸市（デ
ザイン）が現在（2008年10月時点）で申請中であ
る１）。これらの都市のうちでひとつでも認定され
れば日本は初めてのことになる。
創造都市論はいわゆる世界都市論２）に替わ

る形で台頭してきたが、日本では金沢、横浜、大
阪、札幌、福岡、神戸などの政令市及び中核市で
「創造都市」をキーワードにした政策展開がなさ
れている。例えば横浜では文化・芸術に関わりの
ある諸団体、企業などによって設置された「クリ
エイティブ横浜研究会」からの提言の下で、2007
年に行政を始めとした各主体が相互に連携してク
リエイティブシティ形成をする協議会「創造都市
横浜推進協議会」が設立された。2009年の開港
150周辺を契機に「クリエイティブ・ヨコハマ」
構想を更に生かした創造性豊かな新しいまちづく
りをしていこうというものである３）。
さて創造都市論だが、その議論のこれまでの流
れについてみると、佐々木（1997, 2001）によれ
ば代表的な二つのアプローチがあるとされる。そ
のひとつはアメリカの都市研究者であるJ,ジェイ
コブズである。彼女は国民経済を発展させる前提
は創造的な都市経済を実現することであると主張
し、経済学のパラダイム転換を求めた。ジェイコ

ブズが創造都市として注目するのはニューヨーク
や東京のような巨大都市ではなく、中部イタリア
の地方都市ボローニャやフィレンツェであった。
彼女は、これらの地域に集積する特定分野に限定
した中小企業群がイノベーションを得意とし、柔
軟に技術を使いこなす高度な労働の質を保持して
おり、大量生産システムの時代に新たな再編成を
もたらすものであるという見解に立っている。
ふたつめのアプローチとしては欧州創造都市研
究グループが挙げられる。その中心であるC.ラン
ドリーはいかにして都市問題に対する創造的解決
のための創造的風土を作り上げ、それを運営して
いくのか、そしてその過程を持続的にしていくの
かを幾つもの事例を挙げて考察している。欧州に
おいては1970年代以降、製造業が衰退した結果、
青年層の失業者が増えて、従来の国家システムが
財政危機に直面した。彼らはその見直しの中で国
家の財政的支援から自立して、どのように新たな
都市の発展の方向を模索し続けている。その際、
芸術文化が持つ創造的な力を生かして社会の潜在
力を引き出そうとする都市の試みに注目し、創造
性をインテリジェンスとイノベーションの中間に
あるものとして、つまり、芸術文化と経済を繋ぐ
媒介として位置づけている点に特徴がある。
以上を踏まえると、「創造都市とは市民の創造
活動の自由な発揮に基づいて、文化と産業におけ
る創造性に富み、同時に、脱大量生産の革新的で
柔軟な都市経済システムを備え、グローバルな環
境問題や、あるいはローカルな地域社会の課題に
対して、創造的問題解決を行えるような『創造の
場』に富んだ都市である」（佐々木, 2002）と言
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川崎市における創造産業政策

法政大学大学院政策創造研究科教授 増　淵　敏　之
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第２節　創造産業の特徴と分類

第３節　川崎市における創造産業振興政策

第４節　結語

１）2008年10月に名古屋市、神戸市はUNESCOに認定された。
２）1980年代に入って欧米や日本で世界都市論の隆盛をみた背景には、1960年代から1970年代にかけて顕著になった反都市化の流れ
の中で衰退を余儀なくされてきた大都市が、世界都市化をひとつの契機として再生を図ろうとした状況があった。

３）ここでは詳しくは触れないが、各都市の試みは中牧弘充、佐々木雅幸、総合研究開発機構（2008）などに詳しい。横浜市に関し
ては野田（2008）を参照のこと。



えるだろう。
そしてそこにR.フロリダの創造階級の議論が相
まって、グローバルな領域で創造都市論は一種の
ブームになってきている。R.フロリダ（2002）は
創造的職種に視点を置いている。フロリダは統計
的に、技術的創造性を発揮する科学者とエンジニ
アが1950年からの半世紀に62万5000人から約500
万人へ、芸術的文化的創造性を発揮するプロの芸
術家、作家、演技者のいわゆるボヘミアンが52万
5000人から約250万人へと増加し、現代経済は基
本的に創造経済へ移行したと確認した上で、創造
階級を析出している。
彼のいう創造階級を構成するものは「創造的中
核」と「創造的専門職」の２つであり、前者は①
コンピューター・数学、②建築・訓練・図書館、
③芸術・デザイン・エンターテインメント・スポ
ーツ・メディアの各専門職、後者は①マネジメン
ト、②ビジネス・財務、③法律、④保険医・技師、
⑤セールス・マネジメントの各専門職を挙げてい
る４）。1999年に就業者の30％を占めることになる。
彼は都市の持つ創造性を並列で評価するために

「国際創造性指標」を作成しているが、その構成指
標は「国際許容性指標」（Trerance）、「国際テクノ
ロジー」（Techn o l o g y）、「国際人材指標」
（Talented）」として、それを「３つのT」と呼んだ５）。
アメリカの創造経済に関する議論は「知識資本
主義」や「クリエイティブ資本主義」という概念
の流行に見られるように、現代経済社会の特徴が
生産の情報化に伴い物的生産から非物質的な知的
生産に移行したことを前提にしている。しかし従
来からの移民の受け入れに寛容だったアメリカ
も、最近では優秀な人材の国外流出が生じており、
創造産業での圧倒的優位性も揺らぎ始めていると
いえよう。

第２節　創造産業の特徴と分類

書籍や、音楽、映画は、オリジナルの複製物６）

の存在から、その価値が定まる。こうした文化的
財は、創造産業の生産物である。創造産業の市場
は、次のように特徴付けられる。①価値の不確実
性－財の需要を予測することが難しい。②無限の

多様性－多くの生産物は、比較的少ない性質に基
づいて分類することが可能である。しかし、文化
的財の場合は、性質が多様であり、感覚的、主観
的である。このため、文化的財を互いに比較する
ことは難しい。③一部の生産物への集中性－売り
上げの主要な部分は、ベスト・セラーやヒット作
による。④短い寿命－多くの製品は、一般的には
短期間に売られることが多い。そのサイクルは更
に短期的になってきている。⑤高い固定費用－市
場に出すまでに巨額の費用がかかる。例えば映画
の製作費用は、その映画の複製費用に比べてはる
かに高い。つまりリスクが高いといえる。
市場構造的には主な創造産業は、寡占的市場構
造である。市場は、少数の主要な企業に支配され
ており、残りの市場に多くの小さな企業が存在す
る７）。これらの小さな企業は、芸術供給のゲート
キーパー８）の役割を果たしうる。つまり、成功を
収めた芸術家を用いた小さな企業は、産業の主要
な位置に登りつめることができる。テレビや映画
の生産を一括したコングロマリットが、1920年代
から存在している９）。1990年代には、産業の枠を
超えた合併が幾つか行われた。しかし大きな結果
に結びついた例は少ない。
創造産業の分類に関しては幾つかの議論があ
る。しかし単純化して捉える上では佐々木の提唱
するモデル（図表Ⅱ.6－4－1）が有効だろう。上
記の無限の多様性という点では拡張性、汎用性も
高いということである。またそれぞれの業種間で
の相互依存システムが構築される点にも留意する
必要性があるだろう。
日本もコンテンツ産業の市場規模は約13兆円と
いわれるが、拡張性を考慮すると図表Ⅱ.6－4－2の
ような規模になっていく。ここに創造産業のひと
つの発展性が垣間見える。現在、複製物に関して
フリーコピーの問題が大きく取り上げられている
が、この拡張性を前提に考えていくとデジタル時
代での新たな収益モデルも見えてくるに違いない。

第３節　川崎市における創造産業振興政策

川崎市における創造産業関連の事業としては、
まず1980年に第一回が実施された「地方の時代」
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４）後述するが、D.スロスビー（2002）、A,J.スコット（2000）、A,C.プラット（2004）、 D.パワー（2002）R,E.ケイブス（2000）など
の分類が代表的なものである。

５）やはり後述する創造産業の特徴から数値化することが難しい部分も多い。
６）A.ピーコック（1994）で提唱された文化市場の二重性、つまり実演を一次市場、複製物を二次市場とする。
７）例えば音楽コンテンツ産業でいえばUMG, SME, WMG, EMIの４大メジャーで世界市場の８割に達する。
８）創造産業においては企業内部にもゲートキーパーのシステムが存在する。いわゆる商品の選別を行うシステムのことである。
９）親企業は電器、メディア企業になることが多かったが、近年ではファンドの参入も顕著である。



映像祭が挙げられよう。当時の神奈川県知事だっ
た長洲一二10）が中央集権型行財政の変革を掲げ、
そのキーワードとして「地方の時代」を提唱した。
実行委員は神奈川県知事、川崎市長、NHK専務
理事、民放連専務理事によって構成されてきたが、

2002年に予算等の問題によって消滅の危機を迎え
るが、2003年から川越市の実施、2007年から関西
大学での実施へと移行した。
また1975年に横浜市に映画監督、今村昌平が設
立した横浜映画学校が1985年に川崎市麻生区に移

〈 189 〉

６章：川崎市の生活・文化産業基盤の整備

３
　
篇

図表Ⅱ.6－4－1 創造産業同心円モデル（2007, 佐々木）

図表Ⅱ.6－4－2 日本における創造産業の市場規模（中村、小野打, 2006）

10）横浜国立大学経済学部教授から神奈川県知事（1975-1995）美濃部東京都知事、蜷川京都府知事とともに当時に革新知事の代表格
であった。



転、日本映画学校と校名が変更される。これが川
崎市の新百合丘芸術拠点構想の重要な装置にな
る。1988年にはやはり1970年に三重県にヤマハが
設立したヤマハ音楽院が中原区に移転、これはそ
の後、「音楽のまち・かわさき」の事業展開にと
きに重要な装置になっていく。
1988年には中原区に川崎市市民ミュージアムが
開館、写真、ポスター、映像などの複製芸術の収
集、展示に力点を置いている点に特徴がある。ま
たマンガ作品の資料収集、展示に関しての活動に
対して2005年には手塚治虫文化賞特別賞が贈られ
ている。ただ一時期、入館者数も落ち込み、その
後、学芸員が個々にマニュフェストを作るなどの
改革に着手、2006年には館長を一般公募という試
みも行っている。
本格的に川崎市が創造産業関連の領域に正面か
ら取り組んだのは2004年７月のミューザ川崎シン
フォニーホール11）の開館からだろう。それに先
立つ同年４月に「音楽のまち・かわさき」推進協
議会が発足した。その基本方針では、①基盤づく
り－市内に点在する、独自の活動を展開している、
質の高い音楽人材・団体・施設の連携を進めるこ
とで｢音楽のまちづくり」の基盤を形成、整備す
る、②産業振興－音楽活動を行いやすい環境を整
備し、各種の音楽関連産業の振興を進め、市内経
済の活性化に貢献する、③裾野拡大－基盤づくり、
産業振興を通じて音楽に関わる人の裾野拡大を進
める、④戦略的情報発信－市内を中心に身近な音
楽関連情報を発信するともに、首都圏に向けて

「音楽のまち・かわさき」をアピールすることが
挙げられている。
その後、2007年に昭和音楽大学の厚木市から川
崎市麻生区への移転、川崎アートセンター12）の開
設などを含めた新百合丘で芸術拠点形成の動きが
始まっていく。プラットフォームとしては市民、
民間事業者、教育機関、行政などで組織された
「しんゆり・芸術のまち」フォーラムが設置された。
基本方針としては、①芸術関連施設との連携を
図り、芸術のまちづくりに係る情報を収集発信す
る事業、②地域の諸団体との連携による芸術のま
ちづくりに資するイベント等の育成、調整、③そ
の他フォーラムの目的達成に必要な事業の遂行が
謳われた。またPR委員会が設置され、上記の動き
を基に対外的な情報発信を行うために専修大学、
昭和音楽大学、日本映画学校との連携により、学
生が中心になって様々な企画が実施されている。
そして2008年には映像産業に関する、①人材育
成、②文化・アートの発信、③地域経済の活性
化・新産業の創出、④地域と連携したまちづくり
を目標に掲げた「映像のまち・かわさき」フォー
ラムが設立された。川崎市内にある映像関係イン
フラを活用した事業展開が予想される（図表
Ⅱ.6－4－3）。
上記のように川崎市は創造都市宣言を行ってい
ないが、独自路線での文化芸術による都市再生及び
産業化を射程に入れていることには異論はないだ
ろう。また川崎市のモデルは民間企業との連携に
特徴があり、行政はフレームワーク構築と事業体の

〈 190 〉

川崎都市白書

３
　
篇

11）1997席のホール、東京交響楽団がフランチャイズホールにしている。
12）195席（最大214席）の劇場「アルテりオ小劇場」と113席の映像ホール「アルテリオ映像館」のほか、工房や映像編集室などを備える。

図表Ⅱ.6－4－3 川崎市内映像関連施設（2008, www.city.kawasaki.jp）



フォローの立ち位置にあり、いわゆる市民レベルの
動きにも積極的に対応する姿勢を見せている。
端緒にはブルーカラーの都市イメージからの脱
却がおそらく念頭にあっての政策展開と思われる
が、ただ現実論でいえばこの領域の政策が効果を
上げるまでには、一定の時間がかかる。つまり持
続可能性を持った政策の実施が不可欠であり、特
に人材育成及び定住化が図れるかが最大の課題に
なっていくだろう13）。

第４節　結語

創造都市論の文脈で川崎市の創造産業育成の基
盤事業の概略を見てきた。確かに川崎市のみなら
ずグローバル規模で、同様の政策展開を行ってい
る自治体は数多い。しかし重要なのは当該都市に
どのような地域文化資源としてのシーズが存在す
るかである。活用すべきシーズの精査の作業を怠
ったばかりに無駄な投資を繰り返さざるを得なく
なった自治体も少なくはない。
研究機関としての川崎市民ミュージアムの更な
る活用、そして市内の各大学などが連携して研究
組織の形成などを速やかに行うこともまた検討さ
れるべきであろう。2008年に締結された川崎市と
専修大学の連携・協力に関する基本協定の中で
も、この創造産業も包括しての事業の遂行を期待
されることになる。
また他方で創造産業のコアであるコンテンツの
著作権の問題も同時に行っていかなくてはならな
い。コンテンツ産業の収益の大半は複製物の頒布
にあり、デジタル化によって生じたフリーコピー
状況にいかに効果的な対応策を打ち出していくか
も重要なことである。産業化を目指したところで、
その産業が収益を上げることができなければ当該
都市への経済波及効果は生まれない。
我が国において創造都市論にはまだ議論すべき
点は数多くある。特にクリエーターのキャリア形
成及びライフコース研究はほとんどなされてない
のが実情である。産業育成のためには雇用創出の
問題が議論されなくてはならない。政策展開と並
行して様々な領域での研究ベースの「創造の場」
もまた必要ということであろう。
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はじめに

日本ではこれまで大学と地域とのつながりやそ
の可能性についてあまり深く追求されてこなかっ
た憾みがある。大学の教育・研究機能は地域とは
独立に論じられることが多く、せいぜい大学の歴
史的な経緯に由来する研究内容の地理的特性が、
大学の地域性として話題となる程度であったと思
われる。その端的な証拠は、大学が立地の条件を
考える際に、物理的な面積の確保と通学・通勤の
便の条件を満たせば、平気で移転を考えるという
点にも見られる。地域が大学を誘致はしても、大
学の機能が地域とつながるという発想はない。そ
こにあるのは、大学の機能は、塀の中に閉じてい
るという考え方である。教員・学生・事務という
３つの人的要素と建物さえあれば、大学は運営で
きるのであり、どの地域に立地するかというのは、
大学の機能にとってあまり意味をもたないと見ら
れてきた。少なくとも日本においては、このよう
な考え方が強いと思われる（この点シリコンバレ
ーにおけるスタンフォード大学の機能は極めて有
機的なものということができる。）
また、産学連携という視点から地域とのつなが
りが話題となることはあるが、「大学発ベンチャ
ー」など主に理系学部を抱える大学における教員
のもつ特許などの知財活用の可能性が追求されて
きたにすぎず、文系大学についてはその発想すら
なかったといってもよい。
大学と地域とのつながりとしてすぐ思い浮かぶ
のは、地域住民を対象にした大学側のサービスの
提供である。公開講座、公開講演会、図書館・ス
ポーツ施設・食堂などの地域住民への開放は、大
学が地域とのつながり（共生）を追求しようとす

る一つの方法である。大学がもっている人的・物
的教育資源によって提供できるサービスを地域住
民にも利用可能なように開放するというものであ
る。もちろん本来のユーザーである学生や教員の
利用と競合したりしてその本来的利用を妨げない
ような配慮は行われる。
このような大学側からのサービスの提供につい
てはそれなりの背景がある。それは地域との「共
生」という差し迫った要請である。大学が立地す
る地域周辺には多数の学生が通学し生活するゆえ
に、その消費活動や居住空間確保のニーズ面で地
域にプラスの経済効果がもたらされる反面、一部
のマナーを踏み外した若者の行動がもたらす地域
へのマイナスの外部効果も現れる。その迷惑を耐
え難く感じている地域住民は少なからず存在して
いるし、実際、住民との間でトラブルは絶えない。
上記の地域に対する大学のサービスの開放は、い
わばこの地域への負の外部効果の償いの意味も併
せ持っていると見ることができる。つまり、大学
の地域との「共生」に伴う避けられないコストと
いう側面がある。しかし、このような意味でのサ
ービスの開放は、我々がここで問題にしようとし
ている大学と地域との積極的な意味でのつながり
ではない。
こういった点からすると、今回のORC川崎プ
ロジェクト「イノベーション・クラスター形成に
向けた川崎都市政策への提言」は、大学の地域と
のつながりを示す新たな試みということででき
る。大学が立地する自治体である川崎市の政策の
あり方に対して大学が提言するということであ
り、大学の研究機関としての機能を地域の発展の
ために発揮しようとしている。その成果のほどは、
最終的な外部からの評価をまたなければならない
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地域と大学～教育の視点から展開する産学連携・地域連携の可能性

経営学部教授 池　本　正　純
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が、大学と地域とのつながりという観点からする
と、その試みは非常に新しい方向性を打ち出して
いるということができる。

第１節　大学の地域貢献－キャリアデザイ
ンセンターの実験的な取り組み－

大学の地域（経済・社会）への貢献という場合、
じつは地域の産業発展の将来性を研究対象として
分析するということ以外にも、別の可能性が考え
られる。それは、大学の研究機能の側面だけでな
く、教育機能の側面に注目することによって生ま
れてくる、つまり、教育の成果やプロセスを産学
連携のための潜在的資源として活用できないかと
いう発想（仮説）である。その一つの試みが専修
大学キャリアデザインセンターで取り組まれてき
た課題解決・地域密着型インターンシップであ
る。つまり大学が立地する川崎市の中小企業や商
店街、あるいはNPO法人などの様々な地域の団
体や組織が抱えている課題解決に、学生たちが社
会人と一緒に取り組むというキャリア教育プログ
ラムである。
もちろんこのような仮説は演繹的に発想されて
いきなり現在の形で生まれてきた訳ではない。そ
こに至るまでには、一つの方向性を模索しながら
も何段階かの「発見のプロセス」があった。まず
最初に川崎市経済局工業振興課（当時）の職員の
方々との対話と一つの実験があった。話のきっか
けは専修大学のような経済系（経済・商学・経営）
学部の比重の高い大学において産学連携の可能性
が何か考えられないかという議論であった。その
議論の中から生まれたのが一つの実験的な試みで
あった。川崎市内のある製造業を営む中小企業の
経営者が、将来的構想として部品製造だけでなく、
社内の知識や技術を生かしてエンドユーザー向け
の製品を作ってみたいという希望をもっていた。
ところがご多分にもれず、中小企業経営者は自ず
からマーケット調査を手掛けられるほど時間的余
裕はなく、本格的な調査を依頼できるほど資金的
余裕があるわけでもない。であれば、その調査を
マーケティングを学んでいる学生に試しにやらせ
てみてはどうかという話となった。学生たちにと
ってもチャレンジングな課題に取り組むチャンス
である。そしてその話にのってくれる教員が現れ
たので、そのゼミナールの学生たちにその調査の
仕事をお願いすることとなったのである。
結果は、経営者が感心するような調査レポート

ができ上がった。経営者も喜んでくれたと同時に、
学生たちの方も大変モチベーションの高まる取り
組みであったと報告を受けた。筆者も川崎市の職
員の方にも、これは「いける！」「文系の学生も
結構やれる」と思った（発見した）次第である。
その実験的試みで得た一つの自信が、専修大学
キャリアデザインセンターの特色のあるプログラ
ムである「地域密着型インターンシップ」プログ
ラムの立ち上げにつながってきたのである。もち
ろん取り組む対象企業は川崎市からの紹介に依存
せざるを得ない。改めて市としても態勢を整えて
いただき、計６つのプログラムが準備されること
になった。これは、平成16年の４月のことである。
ユニークな試みであるとの自負のもと、川崎市で
簡単な記者レクを用意していただき、そこで発表
した内容が以下の内容であった。
（表１）
－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

課題解決（地域密着）型インターンシップ

―専修大学が川崎市と連携し地域貢献プログラ

ムを開発―

2006年４月から専修大学では、川崎市と連携し、

地域の中小企業や団体が抱えている課題の解決の

ために、本学の学生達が日頃学んでいる専門的知

識や若いエネルギーを提供・活用するという教育

プログラムをスタートさせました。いわば専修大

学発の地域貢献プログラムであると同時に、実践

的教育を切り口とした新しいスタイルの産学官連

携の試みでもあります。これによって学生達にと

っては実践を意識した学びの場と、自分の勉強が

社会に役立つのだという高いモチベーションが与

えられることになります。また教員の教育指導を

通じ学生を側面からサポートすることによって、

大学そのものが間接的に地域貢献を果たすことに

なります。

課題解決型インターンシップ

このプログラムのねらいは以下の３点に集約さ

れる。

①大学の教育資源を地域の課題解決に活用

各自治体は、それぞれ地域の産業振興、商店街

の活性化、社会貢献活動の支援等の課題解決に

努力していますが、今回の試みは、大学の教育

資源をそのような地域の課題解決のために活用

しようとするものです。自治体は、そのために

記者レク説明資料
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大学と地域の企業・団体とを仲介し結びつける

上で要の役割を担うことになります。

②実践的教育・研究とキャリア教育の場の創出

大学には、理工系学部以外にも、人文・社会系、

情報系といった広い分野において、実践的な課

題解決に関わる研究分野が存在しています。そ

れらを専門的に学ぶ学生達が、地域の中小企業

や商店街、あるいはNPO法人が抱えている課

題を経営者と共に考え、その解決策を練るとい

うことを通じ、モチベーションの高い極めて実

践的な学びの機会が与えられます。ゼミナール

単位でチームとして取り組めば、教員の指導や

アドバイスも得られ、研究成果としての質の高

さも期待できると思います。

また学生には、経営者の方々との対話や現場の

仕事を直接見聞きする中で、仕事やビジネスの

感覚を磨き、組織や社会の在り方について考え

を深めることができます。つまり効果的なキャ

リア教育の場ともなります。

③若い世代の感覚やエネルギーの活用

地域の中小企業や商店街あるいはNPO法人にと

って、若い世代の感覚やエネルギーは貴重な資

源です。マーケティング戦略を練ったり、商品

開発を行ったりする上で、経営者にとって思わ

ぬ発見や新鮮な着想に出会うことが期待されま

す。イベントの企画・立案をする際にも若者ら

しい発想を活用することが可能となります。ま

た学生達との対話の中から、これからの人材育

成と開発のヒントが生れることも考えられます。

専修大学キャリアデザインセンター

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

６つのプログラムを具体的に紹介すると以下の
様なものであった。
（表２）
－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

①「子どものキャリア教育」のファシリテーター

日本に欠落したキャリア教育を補おうとする草

の根運動を支援することが主な目的ですが、同

時に、「教えることが学ぶための最高の方法と

なる」という効果をねらっています。

②商店街のイベントの企画・運営

「イベント企画力」は、広告会社のみならず、

今いろいろな企業で、「モチベーションを高め

る腕前」として要求されている能力です。

③商店街のホームページ作成

商店主の思いを聞き出しながら、それをどう形

に表現するかを考えます。情報技術のみならず、

コミュニケーションの力と情報発信能力が鍛え

られます。

④空き店舗を活用したビジネスモデルの提案

NPOの経営を支援するという難しい課題です

が、まさに新事業・新商品の企画力を試す絶好

の機会を提供します。

⑤地元食品メーカーの新商品開発・マーケティン

グ戦略

経営者のそばで、その息づかいを感じとること

は、ビジネスの最高の学びの場です。社長と一

緒にマーケティング戦略を考えるのは、何とチ

ャレンジングな仕事でしょう。

⑥「川崎市の中小企業経営者の軌跡」取材レポー

トの作成と発表

川崎市の中小の製造業を率いる経営者たちは、

厳しい状況の中で戦ってきました。その軌跡を

直接経営者にインタビューしながらレポートに

まとめ、全国の経営者たちの前で発表します。

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

１番目の子供のキャリア教育プログラムのファ
シリテーター役については、学生が大活躍し、学
生も高く評価されると同時にNPO法人から喜ば
れた。その後、このNPO法人では活動力を補充
する為に、学生インターンシップを幅広く積極的
に受入れることになった。ファシリテーター役を
通じて子供達に接したり、志をもってNPO法人
に参加している社会人の方々と付合っていくうち
に、学生達自身が自ずから社会的使命感に気づき、
たくましく成長していく姿がそこにあった。
２番目の商店街のイベントの学生達の手伝いに
ついては、もともと手足となって働いてくれる若
い人達が不足している状況の中で、商店街にとっ
ては大変有難い助っ人となった。
４番目の老人の為に健康によい配食サービスを
手掛けている地元のNPO法人にインターンシップ
として協力した学生は、その代表者の方のいわば
片腕となるくらいまでに活躍した。その学生自身、
地域に根付いた仕事への志を育てたようである。
６番目の川崎市の製造業を営む中小企業経営者
のある団体は、ちょうどその年、日本の主要な工
業都市に存在する同じような経営者団体の全国的
な集いを10年ぶりに主催することになっていた。
与えられた課題は、10年間の間に川崎市の中小企
業経営者が困難な途を経ながらも格闘してきた軌
跡を、学生達が工場視察や経営者インタビューを
しながらレポートにまとめ、経営者団体の新しい
時代の役割も含め、その全国大会の為（川崎全日
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空ホテルで）提案し発表するという課題であった。
多くの中小企業経営者達から、大変興味深い報告
であったとの評価を得ることができ、学生達の達
成感は大きかった。
この年の地域密着型インターンシップで特筆す
べきは、何といっても５番目の地元納豆メーカー
の依頼による冬季限定商品の商品開発であろう。
納豆のたれの味を新しく考え、それにふさわしい
パッケージデザインも考えるという課題であった
が、このときほど学生達の持っている潜在的能力
の高さを見せつけたものはない。参加した２つの
ゼミナールが競うように、それぞれが独自の調査
を進め、それにもとづいてアイディアを練ったが、
いずれも納豆メーカーの経営陣が舌を巻く斬新な
アイディアを提案した。学生達の意欲的な取組み
に刺激を受けたメーカー側もどうにかそのどれか
のアイディアを商品化したいとの思いが強まり、
学生とメーカーとの共同開発になる新商品が実現
した。それが「冬味ピリ辛ネギ味噌だれ」であっ
た。マスコミにも面白い話題として大々的に取り
上げられ、ヒット商品となった。メーカーにとっ
ても喜ばしい結果に結び付いたが、学生達の達成
感とそれによって得た自信は大きかった。
かくして、課題解決型インターンシップは導入
の最初の年から期待以上に大きな成果を生む結果
となった。この１年目の経験から明らかになった
新発見がある。それは、当初地域に貢献できそう
なものとして想定してきたところの「学生達が日
ごろ学んできた専門知識の応用」という捉え方が
狭すぎるという点である。納豆の新商品開発を行
ったのは、決してマーケティング専攻のゼミナー
ルではないし、商店街のイベントの企画立案に携
わったのは、決して商業や地域問題を専門に勉強
している学生ではない。逆に言うとこれらの課題
解決に必要なのは、大学で専門科目の中で学んで
いる専門的知識というものではなく、むしろ学生
達が潜在的に持っている社会への関心や地域の大
人や子供とのコミュニケーションを取りたいとい
う意欲など幅広い人間力だということである。そ
の人間力がこのプログラムによって一層磨かれる
のである。

第２節　２年目の取り組みと成果

滑り出しの平成16年度の成果を受け、川崎市役
所の地域への働きかけの効果もあり、次年度のプ
ログラムは飛躍的に増えた。その内容は以下の通

りである。
（表３）
－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

①発見プログラムの実践

キャリア教育を手がけるNPO法人キーパーソ

ン21でアシスタントの研修を受け、その後、小

中高校に出向いて「コミュニケーションゲーム」

など教育プログラムの企画・運営を行います。

こうした活動を通じ自らも「働くことの意義」

を考えてみるユニークなプログラムです。

②男女共同参画センターの企画・運営

川崎市男女共同参画センター（すくらむ21）は、

性別に関わりなくお互いを尊重しあい、個性と

能力が発揮できる社会づくりをめざしていま

す。今年度は『働っておもしろい！』をテーマ

に、先輩仕事人の話を聴きながら、他大学の学

生と共に学生とシニアのコラボレーション企画

を立案・運営します。仕事の基礎力を身につけ

たい人にお薦めです。

③商店振興会のイベント企画・運営

梶ヶ谷駅前通り振興会の春祭り（「エルカジ祭

り」）を手伝います。春の経験をベースに10月

に予定している「秋祭り」では、企画立案の中

心的役割を担います。「イベント企画」とはど

んなものか、肌で感じることができます。

④商店街のイベント企画・運営

10月の秋祭り（「柿まつり」）の企画立案と運営

を行います。柿生商店会の企画会議に参加し、

自ら提案し、自ら旗振り役となります。学生の

若い力と感覚を生かし自らの企画力を試す絶好

の機会です。

⑤商店街コミュニティースペースでのイベント企

画・運営

3月20日オープンの長沢商店会「ゆうゆうコミ

ュニティー長沢」を利用し、「レンタルショー

ケース」の経営や「旅カフェ」の企画・運営、

さらにはフロアーを活用したイベントの企画･

運営などを行います。地域の人々からぜひ手伝

って欲しいと熱い要望が来ています。

⑥商店街ホームページの新規作成

商店街（稲田堤振興会）活性化策の重要な柱と

して立ち上げる新規ホームページの作成をお手

伝いします。ホームページ作成の知識のある学

生や、商店街を取材・調査しその結果を興味深

く面白い文章にまとめられる学生などが必要と

されます。

⑦地域情報発信ホームページの取材及び編集
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川崎駅周辺の６つの商店街のホームページを運

営している「かわさきタウンカフェ」のお手伝

いをします。「地域の達人」にインタビューし

たり、商店街のグルメ情報を取材しホームペー

ジの内容に編集する仕事です。将来記者や編集

の仕事をやってみたいと考えている学生にはや

りがいのあるプログラムです。

⑧工業団地組合の新規活動案の作成

中小製造業の集まる大川町工業団地は、組合を

今後どのような方向に持っていくべきか、組合

としてどういったことに取組んで一体感を保っ

ていくか策を練っています。より意義ある組合

にするため工業団地の調査や経営者へのインタ

ビューなどを通じ新たな活動計画の提案を行い

ます。

⑨新素材の用途開拓・販売戦略の提案

印刷技術会社（㈱アクト）が、平滑な面であれ

ば粘着財も接着剤も使用しないでどんなものに

も吸着できる新素材を開発しました。この用途

開発と販売戦略の提案を行います。

⑩児童向けゲーム機器の市場調査と新商品企画

幼児・児童向け屋内アミューズメント機器で国

内90%のシェアを持つメーカー（㈱ホープ）の

新しい商品企画に向けた市場調査をします。児

童が求めるゲームとは、保護者が子供や孫にや

らせてみたいゲームとは、といった観点からの

市場調査です。

⑪和菓子屋さんに包装紙デザインと新商品の提案

大正元年創業の老舗和菓子屋（仙台屋）さんは、

以前から川崎をもっとアピールする包装紙が作

れないかと考えていました。「川崎の街」を容易

にイメージでき、しかも感性豊かなパッケージ

デザインと、「若者が食べたい和菓子」提案です。

専修大学発の新商品に期待を寄せています。

⑫地元食品メーカーの商品戦略立案

昨年のカジノヤさんの第２弾です。自信をもっ

て売り出したはずの既存の商品の中にも期待通

りに売れないものがあります。何に問題がある

のか、この商品をどう立て直すか、他の商品と

の統廃合を考えるべきかなどの商品戦略立案が

テーマです。かなりハイレベルの課題です。

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

新しく付け加わったプログラムの中から興味深
いものを採り上げよう。
まず第４番目の柿生商店会の「柿まつり」では、
学生達が大活躍した。地域の小中学生を巻き込む
いくつかのユニークな企画で、まつりは大いに盛

り上がり、そのにぎわいは新聞等で大きく取り上
げられ話題になった。参加した学生達自身、商店
街の大人達とのコミュニケーションを取りなが
ら、自ずからイニシアティブを発揮して企画運営
をリードしていった。その経験は社会人となった
後にもきっと活かされることになろう。
第５番目の長沢商店会に新しくできたコミュニ
ティースペースの活用も学生達のユニークな発想
でイベントの企画が次々に行われ、地域の活性化
に一役買い、地元紙の話題となった。
６番目と７番目は商店街のホームページ作成に
学生達が携わったのであるが、地域での地道な取
材活動、新鮮なホームページ作成技術など学生達
が大いに力を発揮し、魅力あるホームページの完
成へとつながった。できあがった商店会のホーム
ページを見て、加盟していない商店が加盟を申入
れてきたというエピソードまである。
９番目は吸着の原理の応用で平らな面ならどこ
でも張りつけられるように開発された新素材をど
のような用途や商品として使えるか、学生達が考
え提案するというもので、興味深いアイディアが
学生達から発表された。
11番目は川崎市に大正時代から和菓子屋を営む
商店からの依頼で、箱を包む掛け紙を新しくした
いので学生に若者らしいデザインを考えて欲しい
というもの。これも学生達の提案が採用され、実
際に掛け紙として実現した。
２年目のプログラムとして特筆すべきは、年度
の途中（６月）からであったが、「しんゆり芸術
のまちPR委員会」からの呼びかけに応じ、その
活動に参加したことであった。ゼミナールや授業
クラス単位での参加もあり、地域密着型インター
ンシップの参加者の厚みは、ぐっと増してきた。
（2008年度延べ人数、198名）
平成19年度のプログラムを終えてみて気づいた
新たな発見とは次のことであった。
まず第一に、課題解決の内容と学生達の学んで
いる専門分野との間にはそれほど密接な関連を想
定する必要はないということが一層明らかになっ
たことである。11番目の和菓子屋の掛け紙のデザ
インにチャレンジしたひとつのゼミナールは文学
部であった。デザインということになると学部間
の固有な優位性の差はなくなる。むしろ、個々の
学生のもっている感覚や趣味の力が発揮される度
合いが大きいし、周りの学生達も友人のもってい
る隠れた能力について思わぬ発見をすることにも
なる。このような課題解決型プログラムに取組む
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に当って重要なのは、学んでいることの専門性と
いうよりむしろ、参加する一人一人の挑戦する心、
チームワーク力といったごく一般的な人間力の果
たす役割が大きい。そこにこのプログラムの大き
な特徴があるということが言えよう。
第二に、次第に分かってきた点は、学生の力を
借りたいという地域の方々（社会人）の側にも、
学生とつき合っているうちに「若者に対する教育」
について御自分達なりの関心（あるいは使命感）
を抱くようになる方々が多いという点である。
「若い力」を頼りにしたいが「若さ」ゆえ今一つ
「信頼しきれない」「頼りない」と思う瞬間が多々
ある。場合によっては、「言葉使い」や「マナー」
についても指摘したくなる。この地域密着型イン
ターンシップを通じて、学生達は「大学の先生達」
とは違う立場から地域の大人達によって「教育さ
れる」機会を持つ。またそのことが学生達を鍛え、
成長させるのである。地域には、明らかに我々が
想像していた以上の「教育資源」が眠っている。

第３節　３年目の成果

３年目となる平成20年度の課題解決型インター
ンシップの取組みは以下の通りである。
（表４）
－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

①川崎市男女共同参画センター

「男女共同参画センターの企画・運営」

川崎市男女共同参画センター（すくらむ21）は、

１人ひとりが自立し、ワークライフバランスの

取れた働き方をめざしています。今年度は『だ

から、働くっておもしろい★』をテーマに、学

生と職業人との出会い、就業体験、他大学の学

生と共に「イベント企画」を立案・実施します。

社会、会社に対して漠然と不安を抱く人、働く

ことに共通する基礎力を身につけたい人にお薦

めです。

②NPO法人キーパーソン21

「学校教育現場におけるキャリア教育プログラ

ムの実践」

キャリア教育を手がける「NPO法人キーパー

ソン21」は地元川崎の中学校で実践的なキャリ

ア教育プログラムの企画と運営を行っていま

す。中学生や先生方、企業人と触れ合いながら

自らも「働くことの意義」を考えてみるプログ

ラムです。教員希望の学生、将来自分のやりた

いことが見つからない学生にも最適です。

③カフェマイム

「地域情報発信ホームページの取材及び編集」

川崎駅周辺の６つの商店街とともに「かわさき

e-town」を運営している「カフェマイム」のボ

ランティアレポーターをします。「地域の達人」

にインタビューしたり、商店街のグルメ情報を

取材しホームページの内容に編集する仕事で

す。将来記者や編集の仕事をやってみたいと考

えている学生にはやりがいのあるプログラムで

す。新しい企画の提案も出来ます。

④稲田堤振興会

「商店街の魅力をPRするホームページ作成」

昨年度、本学ネットワーク情報学部の学生によ

りホームページが完成しました。今後、商店街

の魅力を地域住民に伝えるために、どのように

ホームページの運営並びにバージョンアップを

していくか。ホームページを活用し、地域住民

と商店街をつなぐ力を発揮してください。

⑤梶が谷駅前通り振興会

「商店振興会のイベント企画・運営」

10月の「2008秋エルカジまつり」の企画立案

と運営を行います。５月の春祭りに参加後、そ

の経験をベースに「地域のふれあい」をテーマ

としたアイデアを提案してもらいます。「イベ

ント企画」を肌で感じることができます。

⑥柿生中央商店会

「商店街のイベント企画・運営」

10月の秋祭り（「禅寺丸柿まつり」）の企画立案

と運営を行います。柿生中央商店会の企画会議

に参加し、自ら提案し、旗振り役となります。

一過性ではない、「商店街活性化のためのお祭

り」とは？学生の若い力と感覚を生かし企画力

を試す絶好の機会です。

⑦区役所通り登栄会商店街振興組合

「商店街のイベント企画・運営」

専修大学のﾌｨｰﾙﾄﾞでもある向ヶ丘遊園駅北口か

ら多摩区役所までの通りです。11月第２土曜に

開催する「縁日だよ!登栄会!!」の企画立案と運

営を行います。柔軟な発想で、新しいお祭りの

形を作り上げてみませんか。

⑧のぼりとゆうえん隊

「アートプロジェクトによるまちづくり　企

画・実施」

現代のまちづくりは、まちの人を知り、人の繋

がりをつくり、人が集うコミュニティをつくり

出すことでまちがデザインされていくと考えま

す。商店街、行政、文化施設、学校、企業など

〈 198 〉

川崎都市白書

３
　
篇



様々な分野の人達を巻き込んで過去２回開催し

た「のぼりとまちなかアートプロジェクト」は

それを実現させマスコミにも注目されました。

「まち×人×アート」のコラボを考える企画、

営業、広報で戦略的に人が集まる仕掛けをしま

す。本当に私達が住みたいまちを皆で経営し、

まちをデザインしていきましょう。

⑨株式会社カジノヤ

「大豆栽培から作るオンリーワン納豆」

納豆メーカー（株）カジノヤの第３弾です。納

豆づくりのA to Zを学生自身が行います。同社

工場近くの畑を借りて種を蒔き、栽培管理、収

穫、納豆生産、学生の発案によるパッケージデ

ザイン開発までの一貫工程を全て学生が行いま

す。「オンリーワンの高級納豆の開発」です。

全ての流れに経営課題が込められています。

⑩株式会社ミューフィットジャパン

「大学構内での新素材の用途開発・販売戦略の

提案」

（株）ミューフィットジャパンが取り扱う、粘

着剤（糊）の代わりに吸盤層を持ち、吸着作用

で貼って剥がせる新素材「μフィット」。すで

に店頭や街頭で使用されていますが、大学構内

ではどのような用途の可能性があるのか。また

その用途商品をどのように社会に広めていくの

か販売戦略も含めた提案を期待しています。

⑪三喜工業株式会社

「遊具の販売戦略の提案」

三喜工業（株）が開発し、「川崎ものづくりブラ

ンド」に認定されたフライングディスク「リン

グビー」普及のための販売戦略を提案してもら

います。新しいゲームを考える、イベントを行

う、付加価値をつけるなど、商品をヒットさせ

るにはどうすればいいか。「リングビー」を、フ

ラフープに続くヒット商品にしてみませんか？

⑫日本理化学工業株式会社

「“窓ガラスに楽書き（らくがき）のできる子供

に優しい街づくり”の提案」

日本理化学工業（株）が開発した、「安全な材

料」「簡単に消せる」「書き味がいい」新しい固

形マーカー「キットパス」を活用し、“窓ガラ

スに楽書き（らくがき）のできる子供に優しい

街づくり”実現に向けた企画を提案してもらい

ます。子供の感性を育てる街づくりの一員とし

てアイデアを生かしてください。

⑬しんゆり・芸術のまちPR委員会

「まちの魅力をUPするためのPR活動の企画・

実施」

昨年度は、タウンガイドや回覧板の発行、Web

を活用した団体の活動紹介や意識調査などの情

報収集・発信、また、写メコンテストなどのイ

ベント開催、さらには、PRCMの制作放映など、

幅広く学生が活動しました。しんゆりをフィー

ルドとして、学生ならではの発想や行動力を活

かし、やりたいことを企画、実施できます！ま

ちづくりを担うアイデアを形にしてみたい方は

是非！

⑭長沢まちづくり協議会

「商店街コミュニティースペースでのイベント

企画・運営」

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

第４節　学生による取り組みの成果

こういったキャリアデザインセンターの企画を
通じた学生達の取組みが、社会的に認められてき
た点をまずあげておきたい。
第一に、13番目の「しんゆり芸術のまち」への
取組みが、参加するゼミや学生も増え一層充実し
てきた。
第二に、大学のおひざ元である登戸・向ヶ丘遊
園地区の商店街への支援が今年からいよいよ始動
したこと。
第三に、上記のような学生達の活動のおかげで、
川崎市小田急線沿線の住民の方々から専修大学
（学生）の「頑張り」が高く評価され、大学の良
いイメージ作りに貢献し始めたことである。
また、12番目の粉の出ないチョークを製造する
地元の中小企業は、従業員の７割が障害者という、
きわめて社会性の高い企業であるが、その会社が
開発したもう一つの製品である、固形マーカー
（商品名「キットパス」）は、ガラス面に落書きし
ても容易に消すことができるという特徴を備えて
いる。経営者は、それを幼児に自由に落書きでき
る道具として活用させることによって、脳の想像
力豊かな発達を促すのではないかという高邁な願
いを抱いている。そのようなユニークなマーカー
であるが、まだ知名度はいまひとつのところがあ
り、それを少しでも子供達やその周りの大人達に
伝えていくという課題解決に学生達は取組んだ。
このような社会性のあるテーマであるだけに学生
達のモチベーションも高まった。そして学生達は、
小さな子供を抱えた母親達の集団に声をかけ「落
書きイベント」を企画し実行した。小さな子供達
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がのびのびと喜んで落書きをする姿や母親達が
「これどこで買えるんですか？」と聞いてきた反
応を目撃して学生達は達成感を得た。
その後、この会社は「日本で一番大切にしたい
会社」として本によって紹介され、テレビ番組
「カンブリア宮殿」でもその会長は志の高い経営
者として話題になった。学生達はあらためて、自
分たちの取組んだ課題解決が社会性の高いもので
あったことを確認できたのである。
平成20年度の取組みでもう一つ特筆すべきは、
学生達と納豆メーカーとのコラボレーションが、
大豆づくりの原点まで遡ったことである。現在ほ
ど食の安全の問題が大きく浮かび上がった時代は
ない。とくに大豆については、中国の農薬問題、
アメリカの遺伝子組換え問題等の懸念が大きい。
そのような中、納豆メーカーと学生達とのあいだ
で自分達で畑作りから始め、農薬を使わないで大
豆を育て、それでユニークな納豆を作ってみよう
という話が沸き起こってきた。植える大豆は津久
井大豆といういまは、栽培する農家が少なくなっ
たが神奈川ゆかりの種類で納豆の原料としても最
適な品種である。そして、春の堆肥やりによる畑
づくりから種播き、夏の雑草取り、秋の収穫に至
るまで学生達も手伝い、その間商品コンセプト作
り、パッケージデザインなど学生達のマーケティ
ング戦略を練る作業が続いた。
そして11月の初めの大学祭において、ついに

「津久井納豆」として発売開始となった。
こういった試みは、地域の住民の方々からも高
い評価を得、まさに産学連携の実を上げたプログ

ラムとして記録されることになった。
地域密着・課題解決型インターンシップとして
このような多彩なプログラムが展開されてきたの
であるが、この経験からしだいに明らかになって
きた点は、地域の活性化という課題の中で果たす
べき地域の行政と大学の役割・機能という点であ
る。地域の団体（中小企業、商店街、NPO法人
等）はそれぞれ解決すべき課題を抱えているが、
マンパワーの不足、資金の不足、若いセンスやア
イディアの不足によってなかなかその解決がまま
ならない状況がある。他方、学生達はエネルギー
が溢れ、大学で様々なことを学び、それを生かし
てときには社会に役立つような実践的な取組みを
してみたいとは思ってみても、なかなかその機会
が見出せないでいる。
そのような状況の中で両者を仲介し、うまく出
会わせるような仕組みを工夫することによって学
生のエネルギーが地域社会のために役立てられる
のである。またその経験が学生達の人間としての
成長に大きな栄養源（足がかり）となり、学生達自
身の達成感や自信につながってくる。そのプロセ
スを図式化したものが次の図表Ⅱ.6－5－1である。
さらにこの点は、地域の「まちづくり」を展開
していく上で大きなヒントをも与えてくれる。そ
れを例証するのが平成19年度からプログラムに組
込まれた「しんゆり芸術のまち」PRと平成20年
度から組込まれたのぼりとゆうえん隊の活動への
学生参加である。次の図表Ⅱ.6－5－2を見ていた
だきたい。
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この図の一番重要なポイントは、上から出てい
る太い矢印（文化資源の所有者の側からの活用供
給意欲）と下から出ている太い矢印（文化資源を
必要とする側のニーズ）とをマッチングさせ結び
つけるというコーディネイト（仲介役）の必要性
である。「しんゆり」の場合は、再開発を通じて
街自身に文化資源が整備され（左上からの矢印）、
また、まちを支える人々にまちの「芸術的イメー
ジ」を新しく構築し社会にアピールし、今後のま
ちの発展を芸術のまちとして方向づけを与えたい
との強い願い（下からの矢印）がある。その仲介
（プロデューサー）役として行政（川崎市）と地
元の志のある人々との協働団体（しんゆり芸術の
まちフォーラム）が存在するが、企画の立案・運
営となるとマンパワーが決定的に不足している。
そこに学生達が協力する形で参加し「しんゆり芸
術のまち」のキャンペーンとイベントシリーズが
実行可能となった。
また「のぼりとゆうえん隊」の場合の構図は少
し異なる。日本全国に様々なタイプのアーティス
ト達が存在し、彼らは自らのもつ文化資源・文化

エネルギーを日本の様々な地域を舞台として発信
したいという願いをもっている。（図の上からの
矢印）他方、全国の様々の地域・自治体は地元の
活性化のために面白いイベントやお祭りを企画で
きないかという潜在的ニーズ（下からの矢印）が
ある。ここにもコーディネーターが必要となる。
アーティスト自身の方から地域にアクセスもする
が、同時に地域の方からも誰かがプロデューサー
役として文化資源（アーティスト達）を探し出す
必要がある。それが登戸・向ヶ丘遊園地区５つの
商店街を代表してイベントの企画立案にあたって
いる「のぼりとゆうえん隊」である。今回そこに
専大の学生達がお手伝いとして参加した。そして
学生達が大変有益な活動をしたとの報告を得た。
つまり、そこでもマンパワーが不足していたので
ある。また細部についての具体的な企画立案でも
学生達が実質に支えることになった部分がある。
そして参加した学生達は自分達の働きがまちのイ
ベントを大いに盛上げ、いささかなりとも社会貢
献をすることができたという達成感を得ることが
できたのである。
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第４節　今後の取り組みに向けて

そもそも地域とのつながりの中で大学が果たす
べき役割は何なのか、あるいはその機能としてど
のような可能性があるのか、また地域との連携を
深めることによって大学の研究・教育の機能は地
域とどのような相乗効果を得られるのか、それら
の視点を整理する。
（1）地域や自治体の狙い
地域活性化（特に商店街）、産業振興（特に中
小企業）、まちのイメージチェンジetc.である。
単に生産販売の増加とか個々の企業のハード面で
の技術開発、生産効率の上昇とかが課題となって
いるわけではなく、まちに住む人たち同士の相互
交流を何らかの方法で活性化し、新しいまちづく
りのきっかけを得たいという願いがある。
（2）大学の狙い
以下の諸点を基に、文系大学の産学連携の実現、
実践的・総合的なキャリア教育の機会提供にある。
学生の活動を通した大学の社会貢献がなされる。
①地域の中で果たすことのできる文系大学の潜
在的機能
学生が持っているポテンシャルの高さ、若い
センス、活力やエネルギー、すばやい対応
力・適合力（課題解決能力）と専門的な研究
者としての教員の教育指導力を活かす。
②地域が大学（学生）に対して持っている潜在
的教育資源

地域による学生のモチベーションを高める実
践的課題の提供が、学生の社会貢献の意欲を
刺激し、社会人からの評価や励ましにより高
い達成感を得ることにつながる。ここでは実
践的課題であるがゆえに、総合力が試される
大きな教育効果が期待できる。
③社会に学生の意識を開かせる上での社会人の
教育力
現役社会人との交流を通じて言葉遣いやマナ
ーへの気付き、コミュニケーション能力を高
めうる。
④川崎市との過去の経緯
種々の研究事業、政策過程への参画、地域の
ベンチャー育成のための提携（KSPと大学と
の連携）などを通じ、相互の信頼関係を創り
上げていく。

特に、川崎市には、専修大学を始めに、諸々の
大学、高等教育機関が立地している。これらの大
学等の連携を基礎に、地域・自治体とのパートナ
ーシップの下で、具体的な地域貢献が進められる
必要がある。
前述の第２節のコミュニティビジネス振興、第
３節の文化（創造）産業の振興といった面でも、
大学等諸教育機関は、既にコアの役割を果たしつ
つある。
この点で、次論文にみる拠点形成の意義が生ま
れてくる。
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第１節　（序）

川崎市は東京首都圏の一部を形成する、南北に
細長い人口130万（これは鳥取県の倍、滋賀県と
ほぼ同規模である）を越える都市である。南部の
臨海部（行政区としては、川崎区と幸区）は東京
湾に面した重工業を中心とする京浜工業地帯の一
部をなしており、内陸部（中原区と高津区）はそ
の工業地帯と密接に関わる中小企業の工場や住宅
が密集する地域、そして最も北側の地域である丘
陵部（多摩区、宮前区、麻生区）は大半が首都の
都心部に通勤する人の住宅地と大学等の立地する
文教地区であり近年発展をしている地域、という
三地域に大きく分けられる。この三つの地域によ
って一つの完結した『川崎都市圏』が形成してい
るわけではない。すなわち川崎市の都心部がある
臨海部に川崎市民の大部分が通勤や買い物で訪れ
ているのではなく、内陸部や丘陵部の住宅地に住
む人は通勤は東京都心部で、買い物は最寄り品な
どを低次都市機能である近隣商店で、買い回り品
は新宿、渋谷などの専門店街で購入しているのが
現実である。このような三地域の特性を活かす産
業政策や土地利用規制が、川崎市全体と近隣周辺
地域を発展させるのである。無論、行政区分の異
なる近隣周辺地域とは競争と協力を考えながら、
三地域それぞれの地域特性に応じた政策の実施が
現実的である。

川崎市の最近の歴史にも少し触れておきたい。
かつて川崎市は臨海部を中心に『工業の町』（最
近では「工都川崎」と表現されている）として栄
え、そこは大企業のみならず中小零細の工場とそ
こで働く労働者の多く住む町であった。その周辺
には彼らの種々の需要を満たす商業・レジャー・
サービス機能の立地していた。しかし高度成長期

頃から公害問題の発生で関心を集め、その後は国
際化の進展と産業構造の変化、更に近年では近隣
の発展途上国の追い上げ、それにともなう工場の
海外移転等もあって、現在では工業中心の町から
の脱皮による川崎の新たな発展が求められた。そ
れに対しては世界的に評価の高い優れた企業が多
く立地していることや優秀な人材が多いことも幸
いして、着実に脱皮は進んでいる。それは芸術文
化方面で音楽ホールを中心とする「ミューザ川
崎」、大型複合商業施設では「ラゾーナ川崎」等
によって川崎の街の変化を見ることができる。
一方臨海部とは極めて異なる条件にある北部丘
陵地帯では、南武線と小田急線の交わる登戸駅と
その周辺の再開発・土地区画整理事業が進み生活
拠点地域として整備が進んでいる。また小田急線
新百合ヶ丘駅付近ではデパート、シネマコンプレ
ックスやオフィスビル、芸術系大学の立地などで
芸術・文化活動の新たな中心地として発展し始め
ている。また小田急多摩線沿線ではマイコンシテ
ィなどには先端産業の立地が多く見られ、開発が
進む住宅地は緑豊かなまちなみであり、臨海部と
は極めて異なる形での産業地区、住宅地区として
発展している。（図表Ⅱ.6－6－1を参照）

第２節　都市経済学モデルと現実の地域
（川崎）

筆者はこれまで都市経済学と我が国と英国の都
市の現地調査を続けてきた。それに基づき上のよ
うな川崎市の状況を考えて「知都」の核となる地
域の建設の提案を試みるのがここでの目的であ
る。それは臨海部と内陸部に立地している中小企
業の調査による分析・提案或いはイノベーショ
ン・クラスター形成への社会資本整備のあるべき
方向を提案することとは異なる。
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結論を先に言えば、この市域の北部丘陵地域で
川崎市発展のもう一つの核となる学術・文化中心
となる施設を中心にした優れた居住環境を持つ地
域建設を提案するものである。具体的な最もふさ
わしい位置、広さを持つ場所が何処であるかは今
の段階では提案できない。その地域は産・官・学
が協力して先端技術の研究開発と教育さらに文
化・芸術活動を中心とする理想的な地域施設の形
成の提案である。それはインキュベーション機能
を持った大学あるいは多摩川沿いに多く立地する
民間企業の研究機関に従事する人が集える施設を
核に、図書館、博物館、会議場を周辺の中心地帯
に配置し、同心円的にその地区（個々に該当する
場所には既に専修大学や明治大学を含むいくつか
の大学が立地している）をここで働く人とその家
族のための緑豊かな低密度住宅地とするのであ
る。これを「知都」川崎形成に向けた大きな一歩
とするのである。
ここで「知都」川崎を定義したい。川崎が単な
る「工業都市」ではなく「工都」であると言うとき、

臨海部を中心に日本を代表する企業や産業活動が
立地し、発展してきた町をイメージしている。一
方新たに「知都」と言うときは、多摩川沿いの企
業の研究・開発機能の立地だけをイメージしてい
るのではなく、多摩区や麻生区で見られる学問や
芸術活動の立地が新たな顔として川崎市のもう一
つの特徴を際だたせるためのイメージである。す
なわち単なる企業の研究開発機能の立地だけでな
く芸術系、理工系、社会科学系の種々の大学（含
女子大）や低密度の住居地区であり高学歴者の居
住（図表Ⅱ.6－6－2を参照）等、優れた居住環境の
形成が見られることである。先年の『川崎都市白
書』において角忠夫氏が「多摩川流域シリコンリ
バーコンセプト」を提案されている。そこで「そ
の地域の鉄道や道路は東京に向かって放射状に集
中し、トラバースは貧弱である」と指摘されてい
る。事実はその通りであるが、筆者は道路や鉄道
を東京都心だけに向かわせる必然性を思いつかな
い。川崎の北部丘陵に向かわせても良いのである。
むしろ向かわせるような方向に変えることを試み
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図表Ⅱ.6－6－1 20年間の人口増加率

図表Ⅱ.6－6－2 高等教育卒業者比率2005年



るべきであろう。日本では余り見られない優れた
文化拠点地域として「知都」と名付けたい。
そして川崎市は南の「工都」と北の「知都」が
矛盾無く併存できるほどに地勢は長い。通常の伝
統的都市経済学モデル（チュウネン・アロンゾ型
モデルが代表的）では都市の中央に公共施設や商
業施設が立地する「都心」（CBD）とそれを囲ん
で「住宅地」、その外側に「工場地帯」という同
心円的土地利用が想定されている。これは欧米の
現実の都市の土地利用に近く、ハワードの田園都
市やクリスタラーの中心地点と周辺の関係もこれ
に近い。ところが川崎市という都市の現実は東京
都心（新宿、渋谷、霞ヶ関）と川崎都心（川崎
駅・市役所周辺）の「二つ」の都心（通勤と買い
物の目的地）を持ち、そこに通勤する労働者の住
宅地がそれぞれにあるというのが極めて単純化さ
れたモデルであろう。（図表Ⅱ.6－6－3、図表
Ⅱ.6－6－4）ここで取り上げる北部丘陵部では、

臨海部とは異なる産業の立地と土地利用がある。
中小規模の先端産業の企業が多く立地しているこ
と、大学などの教育研究機関の立地もあること、
さらに主として東京都心に通勤する人々の広い住
宅地が造られていると言う特徴を持っている。そ
のためまだ緑も多く残されており、生田緑地はそ
の代表である。また東京都との境である多摩川が
流れ、その川沿いに大学や研究所が立地している。
このような良い環境は我が国では少ない。大型商
業施設やレジャー・遊興施設も少なく、静かな環
境は知識産業や地域住民によるコミュニティビジ
ネスの展開にも適している。商業施設も新百合ヶ
丘駅周辺に中規模の物が集積して立地している。
ここで提案したいのは現在の北部の土地利用を住
宅、大学や民間研究機関、芸術施設の立地を考慮
して、特色ある「知都」川崎の中心になる新たな
空間を作ることの提案である。
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図表Ⅱ.6－6－3 昼夜間人口比

図表Ⅱ.6－6－4 通勤時間持ち家中位数



２.１　計画的なまちづくり
これまで筆者の見たかぎりの都市では、歴史に
残る都市は自由気ままに市民が作ったものではな
いのが特徴である。権力者・支配者や優れた社会
改革の理想家が考案した町が現実に建設されて、
それが後世に伝えられ残されているのである。こ
こで提案しているものも企業や一般市民だけが勝
手に作る建築で「知都」のまちづくりを考えるの
ではない。計画的、合理的、総合的に街を造るの
である。
一般に計画的に作られる都市はどのような目的
を持った都市であろうか。一般的な条件はごく常
識的に言えば、「安全」「便利」「快適」「美」そし
て「環境保全」であろう。自然災害、犯罪、交通
事故から守られた安全性、通勤・通学や買い物な
どに便利なこと、上下水道完備で緑が豊かであれ
ば快適であり、また綺麗な町、美的に優れた町は
整った街並みがあり、けばけばしい建築物や看板
等がない「景観法」で支えられた規制や罰則で造
られているまちである。
そして現在の川崎市の北部地域に建設を提案し
ている町にはどんな条件が要求されているのであ
ろうか。ここの最も大きな特質は、居住者は東京
へ通勤する人とその家族が主であることである。
そして産業活動はと言えば、臨海部と異なり大規
模な製造業はなく、文化活動と居住が中心である。
この地域構造を簡単に変えることは出来ない。こ
の地域構造を活かしながら、現在の川崎駅周辺・
市役所周辺とは異なる「核」となる場所を建設す
るのである。この地区では近年、研究機関、商業、
オフィス、芸術などの活動が活発に立地し、行政
（川崎市）も力を入れてそのための土地利用誘導
させてきている。理科系と文系といった学問区分
だけでなく女子大、芸術系といった種々の大学が
立地し、緑の自然環境も保全され、整備が進む多
摩川の川辺にも近く、優れた環境にある場所を川
崎の今後の新しい発展を視野に入れた新しい地域
の建設を考えるのである。多摩川の水辺空間と大
学・研究所の立地を活かしつつ、一般市民が誇り
にでき、彼らの憩える場所、集える場所にもする
ことが必要である。
このような地域の建設にとり、そのモデルとなる
都市はいくつかある。しかしそれらの都市は歴史
的な偶然や地域の特殊事情等もあって長年に亘っ
て独自に形成されてきているのである。それゆえ
それらをそのまま真似ることは不可能であり、そ
の必要性もない。しかし類似している都市からは

学ぶべきところはある。例えば英国のシェフィー
ルドやマンチェスターなどのかつての工業都市で
あったところが新たな発展をしている、また同じ
く港湾工業都市のカージフの水辺空間のレジャー
施設への画期的転換とオフィスの立地活用、ケン
ブリッジやオックスフォードの大学都市で産業が
殆どなかったところでのサイエンスパークやイノ
ベーションセンター（写真：１.２.３参照）の設立
と運営によって新たな産業都市に変わった現実な
どである。それらは短期間で、独裁的な手法で出
来たものではない。都市再開発は注目を浴びるこ
とは多いが、開始から完了まで地味で目に見えな
い多くの努力の積み重ねから成っているのである。
現在登戸地区では大規模な「土地区画整理事業」
が進められている。地権者との交渉や社会資本整
備に20年以上の長い時間と700億円を超える莫大
な費用をかけて進められている。都市建設は英国
のハワードの提案と実践である「田園都市」の例
を見るまでもなく、長い時間と巨額の費用が必要
である。公共投資による景気刺激策とは異なる目
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写真１　ケンブリッジサイエンスパーク

写真２　セントジョンズイノベーションセンター



標と成果が求められる事業である。ここでの筆者
の提案も翌日から実行でき、半年後にその成果が
現れるものではない。

２.２　立地条件としての居住環境
優れた研究成果をもたらすことには個人の研究
開発能力と研究を行える物理的環境が重要である
ことは言を待たない。しかし優れた研究者個人を
引きつける「居住環境」はあまり考えられていな
い。これまでの地域開発は例えば「重厚長大」型
の装置産業を地域外から誘致するための戦略で、
そのための産業基盤整備・社会資本整備と税の減
免や補助金が中心であった。しかし今や規格品の
大量工業生産は中国やフィリピン、マレーシアな
どの発展途上国に敵わない。今我が国などの先進
国で求められているのは、産業活動特に製造業の
製品で他の国や企業では真似のできない優れたも
のを作り出すことと製品を作るプロセスの工夫に
より安全で効率的な生産が可能となる工程の実
現、すなわちイノベーションによる成果である。
これからの日本が国際競争で生き延びるには、創
造的（creative）な活動をする人が集まり、創造
的な製品や工程を造り出して実際に市場で評価さ
れるものを創り出せる環境を作ることである。創
造的活動ができる人を日本からだけ集めることで
は今の国際競争には勝てないであろう。世界のあ
らゆる地域に優れた人材を求めるのである。その
ためには彼らが住みたいと思う生活環境と研究環
境を持つ都市を造り出すのである。
海外の街を歩いていたり、最近の日本の街の紹
介においてしばしば見かけるのが、都心の中央に
広い広場を造り、噴水を中心或いはヴィスタとし
て、街の人々が集える場所を人為的に造っている

ことである。その周辺に核となる機能を持つ施設
や公共施設や屋内商店街（アーケード街）が並ん
でいる。これはハワードの田園都市ダイヤグラム
（図表Ⅱ.6－6－5）のクリスタルパレスに見られる
ものである。この広場の周辺も含めて車を閉め出
して、路上のオープンカフェで思い思いに読書を
したり、サンドイッチを食べたりする場所になっ
ている。花壇もあったり、大道芸もできる少し広
い場所もある。のんびりとした落ち着いた光景で
ある。市民憩いの場であり、みんなが集まれ、ま
た誇りにさえも思える場所である。残念ながら川
崎市においてそれを今の市役所庁舎前或いは川崎
駅前に建設することはできない。市民が共通にこ
の町の中心であると認めたい場所が交通混雑が激
しく、水辺や緑の潤いも少ないのである。北部丘
陵地帯に新たに「知都」の核となる施設を持つ地
域は作れないのであろうか。
居住環境としては、先年の「川崎都市白書」の
第５章第２節で鶴田俊正氏の指摘されているとこ
ろである。自分たちが住みたいと思える居住環境
が形成されなければならない。都市のアメニティ
の充実であると言える。それは高密度・高層の集
合住宅は好まれず、中低層住宅で低密度、さらに
は庭付き戸建て住宅が中心の住宅地であろう。ま
た必要最低限の生活関連社会資本（公園のように
好まれる施設もあれば、墓地、ゴミ焼却場のよう
に好まれない施設もある）は安全で快適で便利な
居住生活が送れるよう整備されていなければなら
ない。例えば田園都市（Garden City）の代表で
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あるレッチワースやウェリン、ロンドンのハンプ
ステッドガーデンサバーブやバースのロイヤルク
レセントのような居住環境が好ましいであろう
（写真４.５.６.７）。またインターネットの利用に
おいて何の不便さも感じない環境でなければなら
ない。さらに子供達の安心して遊べる場所だけで
なく、学校も教師と施設が充実して整えられてい
なければならない。交友関係や進学においても親
が安心して託せる学校でなければならない。また
買い物や観劇などの娯楽のために川崎・東京・横
浜の都心部へ出かけることも便利であるような交
通条件も整えておく事も必要である。

２.３　この施設で行われる活動とその影響の空
間的範囲

研究機能を中心とする新しい地域からの影響を
受ける地理的範囲は当然川崎市の市域を越える。
この都心の持つ勢力圏或いは影響圏は移動に例え
ば片道１時間以内を基準とし、物理的な客観的距
離は考えない。都県の垣根を越えた種々のネット
ワークが形成される。グレーター・ケンブリッ
ジ・パートナーシップのように半径40キロメート
ル（自動車でだいたい１時間の距離）を基準とし

て設定された都市地域内の自治体、商店街や自治
会、主要企業、大学、病院、公益事業者（バス会
社など）などから成る組織を作り、この地域内で
の活動がビジネスを始めとする経済活動が安全
で、効率的、民主的に行われるような環境を作る。
また新規事業や生活環境などの種々の情報交換が
スムースに行われ、新たな知的情報発信の場とな
る。また地球環境問題への対応も考慮した優れた
居住環境が整備され、それを持続させるための場
の設定や公共施設利用（公園、図書館、保育施設
など）の取り決めを行うための組織にする。
各地域では地域にある民間企業、商店街が上に
述べた交流の成果を活かして競争と協調をしなが
ら活気ある地域にしてく。それは各地域の住民を
中心としたコミュニティビジネスの充実、その交
流機会・情報交換の場としての機能の増大が目指
される。
ここで最も重要なのは、羽田空港とのアクセス
も優れたものにすることである。国内及び海外か
らの訪問者が容易にこの地区を訪問できることが
重要である。羽田の国際化をにらんだ整備でもあ
る。それは海外の人との研究活動（インキュベー
ション機能を含む）及びビジネスを行うためには
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写真７　バースのロイヤルクレセント

写真４　田園都市レッチワースの住宅地 写真６　ハンプステッド・ガーデンサバーブ

写真５　ウェリン田園都市の住宅地



是非なすべき整備である。無論国内からの交流を
スムースにするために、高速道路網の整備と公共
高速鉄道網の整備も含まれる。業務だけでなく、
居住者のレジャー、旅行にも重要な整備である。

このように、川崎市北部丘陵地域に、地域各主
体の連携ネットワークを基に、地域の経済活動、
生活行動に適合した環境、インフラが整備された
「学術文化拠点」形成を目指すことは、地域戦略
的にも有効である。
次頁では、その一つの先例として上海における
都市再開発を取り上げることとする。
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第１節　「上海新天地」の形成
新たな文化集積形成の意義
1980年代以降、中国経済の高度成長に伴って、
都市の近代化が進んでいる。深 、珠海などをは
じめ、新興都市が各地域に建設される一方、上
海・瀋陽・重慶などの従来の工業都市の再生が政
府の緊急課題となっている。その中でかつて造船、
軽工業、商業、流通、金融など経済都市として発
展してきた上海の再生は大きく注目されている。
特に上海には多くの長い歴史を背負ってきた伝
統的・歴史的な街並みと、現在の最先端に位置す
る、ウルトラ現代的な街並みとが共存している。
その意味では、伝統的な街並み、地域をどのよう
に現代的街並みに組み込んでいくか、またはリニ
ューアルしていくかは、上海の都市再開発を進め
る上での大きな課題となっている。
とりわけ中心市街地に位置する上海租界のよう
な伝統的なエリアを、急激に勃興しつつある新た
な都市文化に呼応した、現代的な文化・商業集積
にどう再開発していくかは、多くの産業都市を時
代環境に合せてどう再生していくかという中国の
みならず多くの都市が抱え、実行を迫られている
課題とも言える。
川崎市にとっても、従来型の産業拠点都市から
急激に生活文化都市の性格を併せ持つ都市にどう
転換していくかは、各地域拠点の再開発を進める
上でも、重要な政策課題である。その意味で、上
海の伝統的な中心市街地である上海租界、上海
「石窟門」の再生への取り組みは、川崎市の今後
の文化集積形成の取り組みにあたっても大きな参
考になり得ると考えられる。以上の問題意識を基
に、本稿は上海全体の都市再生の中でも、上海
「石窟門」から再生された「上海新天地」の取り
組みを紹介するものである。

租界と「石窟門」の歴史
上海は1843年開港以来、東アジア近代都市また
中国の経済都市として知られている。19世紀半ば、
海外からの商人、建築家、金融家などは上海に
「淘金者生活」（金儲けための生活）を求めて流入
してきた。英、仏、米政府は本国国民の生活を保
護する名目で、司法、税収、行政などの権利を中
国政府から独立させて、各々に租界を作っていた。
上海での租界は最初に英米共同租界とフランス
租界が造られ、1940年代から日本租界も造られた。
現在の外灘（バンド）、 路、南京路周辺は英
米共同租界とフランス租界であり、多くの外資系
商業施設及び金融施設が建てられている。それら
の建築物は上海の租界史、引いて上海史を伝える
歴史的な街並みを形成している。
一方、租界には商業、金融施設だけでなく、施
設の周辺にそれらの企業で働く欧米人ための住宅
街も建設されている。その種の閑静な住宅街には
外国人だけでなく、中国の有名人及び多くの上海
市民も生活してきた。上海市民にとっても、租界
を通じて、初めて欧米人に接し、また欧米人の生
活慣習がわかることになった。上海市民にとって、
租界とはいわば欧米型の都市文化への窓口という
意味があったとも言える。
租界は、その間、清政府に追放された国民党幹
部、後に国民党政府に追放された中国共産党幹部
の避難地、すなわち革命活動が行われた場所とも
なった。孫文など国民党幹部の住宅、中国共産党
第一回代表会議場などが租界に存在したことは租
界の持つ特別な性格を示している。租界には多様
な欧米風の別荘と併せて、上海市民の住宅、いわ
ゆる「石窟門16」も建設されていた。「石窟門」は
今日まで市内にも多く残されて、多くの市民住宅
として使われている。
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1862年の太平天国運動により多くの浙江、江蘇
などの商人と金持ちが租界に避難していた。「石
窟門」はそれらの人々の生活のために建設された
一種の集合住宅であり、欧米と中国伝統建築の理
念（石造と木造）をミックスした住宅でもある。
入口には石の屋根と門があって（石窟の門の別
名）、内部に入って、二階あるいは三階建て無数
の中国式「四合園」の形によって構成される。こ
の種の集合住宅地は上海では独特の「弄堂」、あ
るいは「里弄」と称する。「里弄」は現在上海で
政府の最下位の行政単位ともなっている。「弄」
も日本の「番」と同じ上海地方を表する単位とし
て使われている。

都市開発と「石窟門」の再生
1949年以降、新中国政府の成立に伴って、一部
の上海市民は海外に移住し、所有した住宅は国有
化政策によって政府に納められることとなった。
上海政府は一部の特定建築物を文化財に認定した
ほかに、他の多くの別荘と「石窟門」を普通の市民
に配分していった。改革開放以降、その一部の別
荘が従来の所有者に返還された一方、「石窟門」は
そのまま市民の生活居場所として使われていた。
1990年代から中国経済の高度成長が遂げていっ
た一方、都市近代化・再生などの都市政策も実施
されてきた。計画経済時代における中国都市は重
工業あるいは軽工業都市を目指して建設されてい
た。21世紀の中国都市再生は産業の高度化、環境、
交通、住宅、運輸にかかわるインフラ整備、また
都市の人口、歴史、文化など都市全体の活性化に
絡む包括的な課題を含んでいる。
1993年以降、上海は元々農地であった浦東地域

（上海は黄浦江を境に東側を浦東、西側を浦西と
呼ぶ）の開発に着手した。十数年間を経て、浦東

地域には香港並みの金融街が形成され、また大学、
研究所及び大手企業の研究開発センター、本部な
ども集積してきた。同時に、空港、高速道路、地
下鉄、コンテーナ港などのインフラ整備、また大
型住宅開発とともに生活環境施設が完成され、浦
東は深 のような新都市機能により、上海の地域
振興に寄与してきた。
一方、浦西では従来の繊維、軽工業産業の停滞
及びインフラの老朽化によって都市機能が徐々に
低下してきた。とりわけ、環境汚染、市民生活環
境などの問題は国際都市としての上海市に大きな
ダメージを与えてしまうこととなった。その中で、
市民生活の居場所である「石窟門」は代表的な問
題として浮かび上がってきた。上海ではよく知ら
れている芝居、『72 』（72世代の共同生活）
は旧中国上海市民の「石窟門」での住宅生活状況
を物語っていたが、現実に、1980年代までの上海
市民住宅の実情は旧「石窟門」とはあまり変わら
なかったのが実情であった。
中国では土地の私有化が認められていないの
で、政府は都市再開発の名義で一部の補償金の代
わりに、工場や住民を生活地域から退去させるこ
とが可能である。この種の都市再開発は多くの場
合、政府と民間との共同出資により、旧住宅地あ
るいは工場の跡地に新築商業ビルや新築マンショ
ンを建設する。つまり商業施設や住宅などの不動
産開発を中心に行なわれる。過去には、都市再開
発はしばしば都市文化と歴史を無視し、高層ビル
ばかりの街並みのイメージが作り出される。こう
した状況に対して、文化人、建築家、歴史学学者
から地方政府に対して、伝統的な歴史の軽視とい
う批判の声も出ている。例えば、北京市の再開発
を進める上で、北京の市民生活の歴史を反映する
「四合園」が大量に消えたことに対して、多くの
批判が出されている。
21世紀に入ってからは、そうした反省に立って
都市の文化財、さらに市民生活の歴史を再生させ
る開発理念も受け入られるようになった。「上海
新天地」はその開発理念の先駆けの役割を果たし
てきた。

「石窟門」から「上海新天地」に
今日まで上海での「石窟門」再開発には基本的
に三つのモデルが観察できる。第一は「石窟門」
を破壊し、商業ビルあるいはマンションを新築し
再開発したモデルである。このようなモデルは早
期の開発にしばしば観察できるものである。
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第二は「石窟門」を保存しながら内部設備を更
新し、現代市民の生活住宅として使用するモデル
である。このモデルは住宅機能を保持するものと
して、1990年代後期から多くのケースで採用され
てきた。
第三は「石窟門」の住宅機能を他の施設機能に
転換させ、再生するモデルである。このモデルは
「上海新天地」の成功によって、全国の旧住宅再
開発に応用されている。
当初上海の都市再開発は北京と同様の試行錯誤
をも経ていた。ただし、1990年代末からの「石窟
門」再開発は、第一モデルの破壊的再生でなく、
第二、第三の従来の「石窟門」の機能転換あるい
は「石窟門」内部設備更新を求めて行われてきた。
このタイプの政策が多くの支持を集めたことによ
り、政府も本格に「石窟門」の再開発を取り組む
こととなった。
上海 湾区は上海の中心部にあり、また旧フラ
ンス租界を包括し、多くの街工場、洋風建築物、
「石窟門」及びボロボロのアパートまでを抱え込
んでいた。区政府は歴史的レガシーを背負った
「石窟門」をいかに再生させるかというプランニ
ングを国内外に求めた。その上で再開発に着手す
ることとなった。「上海新天地」はその「石窟門」
再開発の代表作と言える。
「上海新天地17」は上海 湾区の旧太平橋地域に
あり、市中心地にある 路の南側に隣接して
いる。「上海新天地」は東西向きの興業路を跨が
って、一本の「弄堂」で南北を通るいくつかの
「石窟門」群によって構成された。敷地面積と建
築面積はそれぞれ約３万平米と６万平米を占めて
いる。興業路の南側は「南里（弄）」を、北側は
「北里（弄）」を称される。
旧太平橋地域にある「石窟門」は他の「石窟門」
と同じ、長期間メンテナンスが行われなかったの
で、屋根から外部の壁、歩道、上下水道から内部
の床、ドア、窓、螺子まで多くの破損が多く、す
でに市民生活の支障が生じたことになる。旧太平
橋地域での「石窟門」再開発は上述の「石窟門」
の第一と第二のモデルでなく、住宅から商業、文
化施設へのMALL機能転換の第三のモデルで行
なわれる。
香港系企業のSHUI ON GROUPは建築学の観
点から上海独特な「石窟門里弄文化」を再生させ
るために、「上海新天地」の再開発に取り組んだ。
SHUI ON GROUPは異なる時期の文化、歴史を

残すために、米国、シンガポール、上海の専門家
と提携し、「石窟門」の外部を設計図の通りに、
同じ材料で補修と外装などの復旧作業を行って、
内部を近代商業ビル、文化施設の設備を装備し、
完全に近代施設に変貌させた。

SHUI ON GROUPは内部と外部をリニューア
ルした一方、建築学と美学の観点から「北里（弄）、
興業路の北側」には完全に旧「石窟門」の建物を
保存し、「南里（弄）、興業路の南側」には新築ビ
ルと「石窟門」を交る建築構造を分布することに
した。このような東西文化、過去と現代を一体化
した「上海新天地」は文字通り、上海における新
たな都市文化を開く場所となっている。

「上海新天地」の特徴
「上海新天地」は1999年から三年間、トータル
で10億人民元をかけて完成されたMALLである。
このMALLは立地条件の良さを利用し、また異
なる客層が来られるというポジショニング戦略に
よって成功に導くことになる。MALLを中心と
した「上海新天地」は二つの特徴をもって、上海
のブランドともなっている。

第２節　「上海新天地」の波及効果
総合性の追求
1990年代までの上海にはMALLはないが、
Shopping centerはあった。例えば、有名な南京
路、 路にはいくつか有名なShopping center
があった。一方数キロに及ぶプラダナスの並木で
有名な衡山路両側には、洋風建築物に改造された
バー、レストラン、ダンスホールなども立ち並ん
でいる。
「上海新天地」はShopping center、あるいは単
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機能の商業施設とも異なり、総合機能を持ち、ま
た高級な様々な客層を対象とするMALLの機能
をもって改造されている。「上海新天地」には飲
食関係の各国レストラン、バー、路上コーヒー屋、
文化関係のアートギャラリー、アートスタジアム、
映画館、ダンスホール、またブランド専門店、ナ
ショナルスクール、ヘアサロン、郵便局、ホテル
まで113家のお店が出店している。
このような「上海新天地」は、中心市街地とし
てベストの立地条件に加えて、それぞれの客層ニ
ーズに応えたMALLとする総合施設の特徴を有
している。

第３節　多様な価値観

「石窟門」はもっとも正確に上海租界の歴史を伝
える場所であるといわれる。しかし、現実に多く
の「石窟門」は老朽化によって、旧上海の模様を
なかなか観光客に伝えられなくなった。1920年代
の「石窟門」模様が「上海新天地」に再現されたこ
とによって、全国から来る観光客だけでなく、多
くの上海の若者にとっても魅力的な場所になる。
同時に、「上海新天地」は上海で生活している年寄
り、また海外に移住した年配者にとって、多くの
思い出を想起させる最高の懐旧場所にもなる。
さらに中国共産党第一回会議場は「上海新天地」
を跨る興業路の中央「石窟門」にあり、歴史文化
財として「上海新天地」の名場所にもなる。「上
海新天地」は海外観光客にとって、中国上海の独
特な観光スポットになる一方、国内観光客にとっ
て、旧上海あるいはフランス租界のイメージを想
像できる場所にもなる。
このように、歴史文化財を生かし、多様な価値
観を纏めた「上海新天地」の特徴は上海だけでな
く、中国全土でも希少なものである。

「上海新天地」の波及効果
「上海新天地」は、現在上海でもっともお洒落
なMALLと観光スポットになった一方、その波
及効果も徐々に表れてきた。「上海新天地」完成
に伴って、MALLと観光スポットをもつ「上海
新天地」自体はブランドとなり、それによって、
テナント料の上昇をもたらし、また周辺の不動産
までの波及効果が顕在化することになる。
「上海新天地」が旧太平橋地域にある。旧太平
橋地域の面積は約52ヘクタールがある。この地域
における本来のイメージが決して良くなかった

が、「上海新天地」が完成したことによって、旧
太平橋地域が多くの不動産、また他の企業に注目
される。つまり「上海新天地」というブランドの
価値は周辺地域に波及し始めている。
「上海新天地」ブランド完成と同時に、政府は
旧太平橋周辺環境を改善するために、相次いで
12000平米の人工湖と緑地も建設した。それによ
って、旧太平橋地域周辺には世界最高級自動車シ
ョールーム、有名ブランド店の出店などによって
この地域の地価は急上昇し、現在上海では最高価
の一つにもなっている。その地域周辺で開発され
た「翠湖天地」というマンションにも海外から多
くの実業家、芸能人などの入居したことによって、
地域全体のイメージアップ効果が表れている。
最初に「上海新天地」という「点」から開発し始
め、後に旧太平橋地域周辺全体の「面」までに波
及効果はこれまでの上海「石窟門」改造において
見られないモデルとして確立された。このような
「石窟門」改造モデルは上海、また全国の旧地域
改造において応用されている。例えば、現在、上
海では立地条件のよい多くの旧工場の建物や倉庫
などが現在アートギャラリー、イノベーションセ
ンターに使うことになる。また杭州西湖周辺の旧
住宅地は同じ「新天地」の名の下に再開発された。
上海租界の建物から文化ゾーンまでを生かした

「上海新天地」は、破壊的な創造より現代社会に
適応させた再利用、リニューアルという形のモデ
ルがより効果的なことであることを示している。
そのまま真似することでなく、政府と民間がパー
トナーシップをもって、地域の伝統資源を継承し
つつ、現代商業価値を生かした新たな都市文化モ
デルを構築することは中国都市再生にとっても緊
急のテーマとなっている。
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人文歴史与開発模式的研究』 東南大学出版社
2002年４月
徐和徳『上海新天地』上海人民美術出版社　2005
年１月

「上海新天地経営模式案例分析」中国経営報
2005年12月22日
上海柏振房地産有限公司編『上海新天地』上海画
報出版社　2008年４月
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